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計画策定の背景 （１）本市のあゆみ

大正 元年（１９１２年） 八王子町の大字名と区域を変更（１９町から２９町に）

大正 ６年（１９１７年） 市制施行【写真①】

大正 ８年（１９１９年） 戦前における八王子織物の景気が最盛期を迎える

大正 ９年（１９２０年） 「府立第二商業学校」（現・都立八王子拓真高校）が開校

大正１２年（１９２３年） 中村雨紅が「夕焼小焼」を発表

大正１４年（１９２５年） 玉南電気鉄道の東八王子～府中間が開業（長沼、北野、東八王子駅が開業）

大正１５年（１９２６年） 「富士森公園陸上競技場」を台町に開設、

玉南電気鉄道が京王電気軌道と合併、東八王子～新宿間が結ばれる

昭和 ２年（１９２７年） 高尾登山鉄道（現・高尾登山電鉄）がケーブルカーの営業運転を開始

昭和 ３年（１９２８年） 上水道の給水を開始

昭和 ４年（１９２９年） 武蔵中央電気鉄道（市電）の浅川駅前～追分間が開業

昭和 ５年（１９３０年） 「市庁舎」が天神町の第四尋常小旧校舎へ移転【写真➁】

昭和 ６年（１９３１年） 京王電気軌道・御陵線が開通、八高南線の八王子～東飯能間が開業し「小宮駅」が開業

昭和 ９年（１９３４年） 八高線が全線開業

昭和１１年（１９３６年） 市制施行２０周年を記念して「市歌（北原白秋作詞、山田耕筰作曲）」を制定

昭和１４年（１９３９年） 中央線の八王子～浅川間が電化・複線化され「西八王子駅」が開業

昭和１６年（１９４１年） 「市立高等女学校」（現・富士森高等学校）が開校、小宮町と合併

昭和２０年（１９４５年） ８月２日未明の八王子空襲で市街地の約８割が焼失

昭和２５年（１９５０年） 初の「市立保育園（子安）」を開設

昭和２６年（１９５１年） 三多摩で初めて小学校の「完全給食」を実施【写真➂】、「市庁舎」が本町に完成・移転【写真④】、

「八王子市広報」を創刊

昭和２７年（１９５２年） 市立第五中学校に「夜間学級」を開設、初の市営住宅である「高倉町住宅」が完成・入居開始

昭和２８年（１９５３年） 市立第三中学校と市立第二小学校に「心身障害学級」を開設

昭和２９年（１９５４年） 「市立図書館」を上野町に開館、「市立老人ホーム」を大和田町に開設（平成１５年まで）

昭和３０年（１９５５年） 横山・元八王子・恩方・川口・加住・由井の６か村と合併、人口が１０万人を超える
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昭和３２年（１９５７年） 横浜線「片倉駅」が開業

昭和３４年（１９５９年） 浅川町と合併、「し尿処理場」を北野町に開設、八高線「北八王子駅」が開業

昭和３６年（１９６１年） 中央線の「浅川駅」が「高尾駅」に改称、

「市立高尾自然科学館」を開館（昭和４１年から都立、平成１６年閉館）【写真⑤】、

第１回市民祭（３万人の夕涼み）を富士森公園陸上競技場で開催【写真⑥】

昭和３８年（１９６３年） 「工学院大学」が中野町に移転・開校（大学等の本市への移転が始まる）、

京王線の「東八王子駅」が北野寄りに移転し「京王八王子駅」に改称

昭和３９年（１９６４年） 東京オリンピックの自転車競技会場となる【写真⑦】、

世界で初めて「親切都市宣言」をする、由木村と合併（現在の市域となる）

昭和４０年（１９６５年） 人口が２０万人を超える

昭和４２年（１９６７年） 「郷土資料館」を上野町に開館【写真⑧】、明治百年記念として「明治の森高尾国定公園」が指定、

京王高尾線が開通（北野、京王片倉、山田、めじろ台、狭間、高尾、高尾山口駅が開業）、

中央自動車道の「調布ＩＣ」～「八王子ＩＣ」が開通（～「相模湖ＩＣ」昭和４３年開通）

昭和４４年（１９６９年） 「北野下水処理場」の運転を開始（令和３年に廃止し、「北野ポンプ場」として運用開始）【写真⑨】

昭和４６年（１９７１年） 全国に先駆けて「ノーカーデー（ノーマイカーデー）」を実施、

流域下水道の「南多摩下水処理場」（現・水再生センター）が開設

昭和４７年（１９７２年） 甲州街道で「歩行者天国」を実施【写真⑩】

昭和４８年（１９７３年） 北海道苫小牧市と「姉妹都市盟約」を結ぶ

昭和４９年（１９７４年） 栃木県日光市と「姉妹都市盟約」を結ぶ【写真⑪】、

都内最大規模の「市民体育館」（現・富士森体育館）を開館、人口が３０万人を超える

昭和５０年（１９７５年） 多摩ニュータウンの八王子市域分で建設が開始【写真⑫】、「市立准看護学院」を本町に開校

昭和５１年（１９７６年） 市制施行６０周年を記念して市の木「イチョウ」と市の花「ヤマユリ」を制定

昭和５４年（１９７９年） 「保健センター」を平岡町に開設（平成２７年大横保健福祉センターに統合）

03

➄

⑥

⑦

⑧

⑨⑩⑪⑫



04

昭和５５年（１９８０年） 「心身障害者福祉センター」を台町に開設

昭和５８年（１９８３年） 元本郷町に現在の「市庁舎」が完成・移転【写真⑬】、「八王子駅ビル」が完成【写真⑭】、

人口が４０万人を超える

昭和５９年（１９８４年） 防災行政無線の運用を開始

昭和６０年（１９８５年） 多摩地域最大規模となる「中央図書館」を千人町に開館【写真⑮】、

「国道１６号バイパス」が開通

昭和６２年（１９８７年） 人権モデル都市に指定される

昭和６３年（１９８８年） 京王相模原線の京王多摩センター～南大沢間が延伸開通（京王堀之内、南大沢駅が開業）

平成 元年（１９８９年） 多摩地域初の「こども科学館」（現・コニカミノルタ サイエンスドーム）を大横町に開館

平成 ２年（１９９０年） 「絹の道資料館」を鑓水に開館【写真⑯】

平成 ３年（１９９１年） 市制施行７５周年を記念して市の鳥「オオルリ」を制定、

「総合福祉センター」を東浅川町に開設（東浅川保健福祉センター）【写真⑰】

平成 ４年（１９９２年） 流域下水道の「浅川処理場」と「八王子処理場」（現・水再生センター）が開設

平成 ５年（１９９３年） 「看護専門学校」を館町に開校、「甲の原体育館」を中野町に開館

平成 ６年（１９９４年） 芸術文化会館「いちょうホール」を本町に開館【写真⑱】

平成 ７年（１９９５年） 多摩地域で初めて市消防団に女性団員が入団

平成 ８年（１９９６年） 「南大沢総合センター」（文化会館、図書館、公民館、福祉センター、市民センター）を開設、

「夕やけ小やけ文化農園」（現・夕やけ小やけふれあいの里）を上恩方町に開園【写真⑲】

平成 ９年（１９９７年） 「学園都市センター」を八王子スクエアビル内（旭町）に開設、

横浜線に「八王子みなみ野駅」が開業【写真⑳】、

環境学習・環境活動の拠点として「あったかホール」を北野町に開館、

「上柚木公園陸上競技場」を上柚木に開設、人口が５０万人を超える

平成１１年（１９９９年） 生涯学習センター「クリエイトホール」を東町に開設
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平成１２年（２０００年） 多摩都市モノレールの多摩センター～立川北間が開業（中央大学・明星大学、大塚・帝京大学、

松が谷駅が開業）

平成１３年（２００１年） 「戸吹湯ったり館」を開館（令和４年閉館）、「八王子市子どもすこやか宣言」の宣言文を発表、

浅川の鶴巻橋上流で「ステゴドンゾウ（ハチオウジゾウ）の化石」が発見される【写真㉑】

平成１５年（２００３年） 「市民活動支援センター」を旭町に開設、「夢美術館」を八日町に開館、

「男女共同参画センター」をクリエイトホール内（東町）に開設

平成１６年（２００４年） 不登校児童・生徒のための小・中一貫校「高尾山学園」を館町に開校、

「ごみの指定収集袋制度・戸別収集・資源物回収の拡充」をスタート

平成１８年（２００６年） 「情報産業人材育成特区」による「デジタルハリウッド大学八王子キャンパス」の開設（旧三本松小学校）、

市制施行９０周年を機に中国・泰安市、台湾・高雄市、韓国・始興市と「友好交流協定」を結ぶ

平成１９年（２００７年） 保健所政令市に移行、都内初の道の駅「八王子滝山」を滝山町に開設【写真㉒】、

圏央道の「八王子西ＩＣ」が中央道方面のハーフインターとして開通

平成２０年（２００８年） 京王線沿線７市（八王子・府中・調布・町田・日野・多摩・稲城）の「図書館相互利用」を開始

平成２１年（２００９年） 「大学コンソーシアム八王子」が設立

平成２２年（２０１０年） 「八王子駅南口総合事務所」を子安町に開設

平成２３年（２０１１年） 「戸吹スポーツ公園」を戸吹町に開園、新市民会館（現・Ｊ:ＣＯＭホール八王子）を子安町に開館

平成２４年（２０１２年） 市内初の日本庭園「高尾駒木野庭園」を裏高尾町に開園【写真㉓】、

圏央道の「高尾山ＩＣ」～「八王子ＪＣＴ」が開通

平成２５年（２０１３年） 「スポーツ祭東京２０１３・東京多摩国体」が開催され都内最多の６競技を市内で実施【写真㉔】

平成２６年（２０１４年） 総合体育館「エスフォルタアリーナ八王子」を狭間町に開館【写真㉕】

平成２７年（２０１５年） 都内初の中核市に移行【写真㉖】、「大横保健福祉センター」を大横町に開設（保健センター統合）、

単独公共下水道北野処理区（分流区域）を「流域下水道秋川処理区」に編入、

「高尾５９９ミュージアム」を高尾町に開館【写真㉗】

平成２８年（２０１６年） 神奈川県小田原市・埼玉県寄居町と「姉妹都市盟約」を結ぶ【写真㉘】
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平成２８年（２０１６年） 圏央道の「八王子西ＩＣ」がフルインター化【写真㉙】

平成２９年（２０１７年） 「八王子観光コンベンション協会」が設立、

「ＩＦＳＣボルダリングワールドカップ八王子２０１７」の開催、

市制施行１００周年を機にドイツ・ヴリーツェン市と「友好交流協定」を結ぶ【写真㉚】、

平和首長会議に加盟、「全国都市緑化はちおうじフェア」を開催、

市制施行１００周年を迎える【写真㉛】、「新八王子市史」編さん事業完了

平成３０年（２０１８年） 「電子書籍サービス」を開始

平成３１年（２０１９年） 本市の「ブランドメッセージ」と「ロゴマーク」を発表【写真㉜】

令和 元年（２０１９年） 「ＩＦＳＣクライミング世界選手権２０１９八王子」の開催

令和 ２年（２０２０年） 「八王子駅北口マルベリーブリッジ」を西放射線ユーロード方面へ延伸【写真㉝】、

「学校給食センター『はちっこキッチン』元八王子・南大沢」から給食（中学生）を提供開始、

都内で初の日本遺産認定【写真㉞】、

多摩地域で初の義務教育学校「いずみの森義務教育学校」の新校舎の使用開始

令和 ３年（２０２１年） 単独公共下水道北野処理区（合流区域）を「流域下水道秋川処理区」に編入、

多摩地域で初の「幼児教育・保育センター」を設置、

「桑都日本遺産センター 八王子博物館」（愛称：はちはく）を開館、

「東京２０２０オリンピック競技大会自転車競技ロードレース」の開催

令和 ４年（２０２２年） 「八王子市ゼロカーボンシティ宣言」を表明、「館クリーンセンター」の稼働を開始【写真㉟】、

「東京たま未来メッセ（東京都立多摩産業交流センター）」が開業【写真㊱】

㉙

㉚
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■ 苫小牧市（北海道）

昭和４８年（１９７３年）盟約締結

■ 日光市（栃木県）

昭和４９年（１９７４年）盟約締結

■ 小田原市（神奈川県）

平成２８年（２０１６年）盟約締結

■ 寄居町（埼玉県）

平成２８年（２０１６年）盟約締結
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姉妹都市

■ 泰安(たいあん)市（中国）

平成１８年（２００６年）協定締結

■ 高雄(たかお)市（台湾）

平成１８年（２００６年）協定締結

■ 始興(しふん)市（韓国）

平成１８年（２００６年）協定締結

■ ヴリーツェン市（ドイツ）

平成２９年（２０１７年）協定締結

海外友好交流都市

八王子市が誕生したとき、面積は７.３ｋ㎡、人口は約４万２千人でした。その後、町村合併を経て、

今のまちになりました。

市域変遷の時期 市域変遷の経緯

大正６年（１９１７年）９月１日 市制施行。 総人口 ４２,０４３人、世帯数 ７,１２６世帯、総面積 ７.３ｋ㎡

昭和１６年（１９４１年）１０月１日 小宮町を編入。 総人口 ７９,７６８人、総面積 １９.８８ｋ㎡

昭和３０年（１９５５年）４月１日
横山村、元八王子村、恩方村、川口村、加住村、由井村を編入。
総人口 １３２,７９６人、総面積 １３９.６０ｋ㎡

昭和３４年（１９５９年）４月１日 浅川町を編入。 総人口 １５２,２２６人、総面積 １６６.０６ｋ㎡

昭和３９年（１９６４年）８月１日 由木村を編入。 総人口 １９３,３４６人、総面積 １８８.１９ｋ㎡

平成２７年（２０１５年）３月６日 面積改定（国土地理院による精査の結果）により総面積 １８６.３８ｋ㎡

まちの変遷
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都市宣言

■ 八王子市親切都市宣言

私たちの愛する郷土八王子市には、いま槌音高く道路に、学校に住宅に、

そしてオリンピック競技場に空前の大建設が始まっております。

これらの新しい街づくりに太陽のような温かい光を吹きこむものとして、

私たちは三年前から全市をあげて「親切運動」を進めてまいりました。

ことしは特にこの八王子で世紀の祭典といわれる東京オリンピック自転車

競技が行われ「世界は一つ」の合言葉と共に銀輪の覇権が競われます。

この機会に私たちは、多年の念願である親切運動を一層強く大きく展開し、

その賛同を世界に得たいと思います。

日本の一角にあがるこの小さな運動は、平和と友情をねがう全世界の人々

の心をうち必ずや地上にみち満ちて、世界平和の基となることを信じ、ここに

八王子市を「親切都市」とすることを宣言します。

昭和３９年（１９６４年） ５月９日（八王子市）

■ 世界連邦平和都市宣言

八王子市は戦争放棄を憲法に明記した日本国民の立場から、世界の恒久平和

を実現し人類の福祉の増進を目的とした世界連邦建設の趣旨に賛同する。

今日人類の生存を脅かしつつある爆発的人口増加、食料・資源の枯渇、

環境破壊等は、武力による支配を法の秩序におきかえた戦争のない世界平和

機構によってのみ解決し得るとの認識に立って、他の宣言諸都市とともに

相携えて人類永遠の平和の確立に努力する。

右、宣言する。

昭和５３年（１９７８年） １２月２１日（八王子市議会）

平和で明るい暮らしを実現するために、私たちのまちは５つの都市宣言をしています。

■ 八王子市非核平和都市宣言

世界の恒久平和は、人類共通の願望である。

しかるに、核軍備拡大競争は依然として続けられ、人類が平和のうちに

生存する条件を根本から脅かしている。また、通常兵器の軍備拡大競争も

一段と激化し、世界の各地で武力紛争や戦争が絶えまなく続き、限定核戦争

の脅威が迫っている。

わが国は、世界唯一の核被爆国として、また、平和憲法の精神からも核兵器

の廃絶と軍備縮小の推進に積極的な役割を果たさなければならない。

したがって、わが八王子市は、非核三原則の完全実施を願い、厳粛に非核

平和都市を宣言する。

昭和５７年（１９８２年） ６月２９日（八王子市議会）

■ 八王子市交通安全都市宣言

八王子市民は明るく平穏な生活を願っています。交通事故はこの願いを

むなしいものにするとともに、多くの悲惨な犠牲者を生み出しています。

交通事故の恐ろしさは誰もが知っています。この悲しみと不幸をもたらす

交通事故を八王子市から追放するため、今こそすべての市民が立ち上がる

ときです。

交通安全対策の基本は、交通環境を整えるとともに、市民一人一人が交通

安全思想を高めることにあります。

人命最優先を基本理念として、安全な街づくりに真剣に取り組む決意を

新たにし、交通事故ゼロへの願いをこめて、八王子市を「交通安全都市」と

することを宣言します。

昭和５８年（１９８３年） ８月６日（八王子市）

昭和５８年（１９８３年） ７月１８日（八王子市議会）
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■ 八王子市男女共同参画都市宣言

わたくしたちは、人がひととして尊重され、いきいきと暮らせる男女共同参画社会

の実現をめざし、ここに八王子市を「男女共同参画都市」とすることを宣言します。

1. わたくしたちは、男女がお互いに尊重し合えるまちをつくります。

1. わたくしたちは、あらゆる分野に男女が平等に参画できるまちをつくります。

1. わたくしたちは、家庭・地域・職場で男女がともに責任をにない、いきいきと

働けるまちをつくります。

1. わたくしたちは、男女がともに健康で安心して生活できるまちをつくります。

平成１１年（１９９９年） １２月６日（八王子市）

その他の宣言

■ 八王子市子どもすこやか宣言

自然豊かなこの八王子で、子どもたちがいきいきと生活し、自らの可能性を伸ばす

とともに、子どもの権利をみんなが理解し、おたがいに信頼しあえる関係を大切に

することにより、子どもたちが心も体も豊かに成長できるよう、ここに八王子市子ども

すこやか宣言をおこないます。

1. わたしたちは、人にはみんな違いがあり、みんなよいところをもっていることを

認め、おたがいに相手を尊重します。

1. わたしたちは、がまんすることの大切さを理解するとともに好きなことに夢を

もち、元気にくらします。

1. わたしたちは、しっかりと自分を表現し、自分の意見や行動に責任をもちます。

1. わたしたちは、子どもたち一人ひとりが大切にされ、安心して生活できる家庭を

望みます。

1. わたしたちは、家庭や学校そして地域で、学習する楽しさがわかり自分の可能性

を伸ばすことのできる環境を求めます。

平成１３年（２００１年）２月４日（八王子市）

■ 八王子市ゼロカーボンシティ宣言

私たちのまち八王子は、河川や緑豊かな自然を有し、伝統や文化など人々を

魅了する地域資源に恵まれたまちです。先人より引き継がれたこの豊かな環境

とともにまちの持続的な発展に向けて、これまで、本市の強みである「市民力・

地域力」を活かし、市民の皆様とともに地域特性を生かしたまちづくりを進め

てきました。

近年、地球温暖化による気候変動の影響は、気象災害の頻発など顕著に現れて

います。本市においても、強力な台風や集中豪雨により、浸水被害が発生する

など市民生活に大きな影響をもたらしています。

そのため、私たち一人ひとりが今まで以上に地球環境に強い危機感を持ち、

脱炭素への取組を強化し、将来にわたって、八王子の恵み豊かな環境を次世代

に引き継いでいく必要があります。

そこで、市は、「２０５０年までに二酸化炭素排出実質ゼロ（カーボン

ニュートラル）」を目指し、市民・事業者・行政の「オール八王子」で脱炭素

社会の実現に向けて、全力で取り組むことをここに宣言します。

令和４年（２０２２年）２月１０日（八王子市）
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イチョウ

オオルリ ヤマユリ

八王子ものづくりＥＸＰＯ ２０２２

計画策定の背景 （２）本市の特徴

■ 位置

東京都心から西へ約４０ｋｍ、

新宿から電車で約４０分の距離

■ 面積

１８６.３８ｋ㎡

都内では、奥多摩町に次ぐ２番目の大きさ

■ 人口

５７９,３５５人（令和２年国勢調査結果）

■ 市の木・花・鳥

市の概要 特徴① 自然が豊か 特徴② 産業の集積

特徴③ 歴史文化・日本遺産

本市は、東京市（現在の特別区）に次いで、大正６年（１９１７年）に市制を施行し、平成２９年

（２０１７年）に都内で初めて市制１００周年を迎えました。

令和２年（２０２０年）には、本市の文化・伝統を語るストーリーが都内初の日本遺産に認定され、

令和４年（２０２２年）には、「八王子車人形」が国の重要無形民俗文化財に指定されるなど、多くの

歴史的な魅力を有しています。

まちから近くて登りやすく観光資源でもある

高尾山や、まちの中心を流れる浅川、郊外のまち

なみや公園など、自然が豊かで四季の移り変わり

を身近に感じることができます。

本市には、優れた製品開発型の企業や高度な

加工技術力を持つ企業が多数集積しています。

令和３年経済センサス-活動調査の速報集計結果

では、本市の事業所数は１７,３８７で都内市町

村部１位です。
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古くから交通の要衝として発展してきた本市は、現在でも東西南北へのアクセスに優れています。

特徴④ 学園都市 特徴⑤ 中核市 そして何より、市民力・地域力

特徴⑥ 交通の要衝 そんな魅力を一言で伝えると

多様な生き方、働き方、学び方、遊び方を

選ぶことができる環境があります。

■ 鉄道

７路線、２１駅があり、八王子駅からは東京・新宿・横浜

まで乗り換えもなく、始発駅も多いので、通勤にも便利です。

また、橋本駅付近を停車駅とするリニア中央新幹線が開業

すれば、本市においても更なる利便性の向上や経済効果が

見込まれます。

■ 車

３つのインターチェンジがあり、中央道と圏央道を使用

すると、東名・東北・関越・常磐の高速道路で、どこへ行く

にも便利です。

本市は、２１の大学等が立地し（連携する大学等

は２６校）、多くの学生が学ぶ全国有数の学園都市

です。

平成２７年（２０１５年）４月に東京都初の

中核市に移行しました。

事務権限が移譲され、住民の身近なところで

行政を行うことができるため、市の実情に合った、

より良いサービスの実現と独自のまちづくりが

可能です。

本市が誇る優れた市民力・地域力に支えられ

多くの市民や地域活動団体等の皆さんと協働の

まちづくりをすすめています。



※ 詳細は、別途公開している「人口ビジョン」に掲載しています。
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※人口推移は国勢調査による実績値です。令和２年（２０２０年）の人口内訳は年齢不詳人口をあん分により補完した人口になります。

※人口割合の数値は、年齢不詳を除いて算出しています。小数点以下第２位を四捨五入しているため、内訳の合計が１００％にならない場合があります。

計画策定の背景 （３）人口推移と将来人口推計

人口推移 将来人口推計

令和２年（２０２０年）の人口は５７９,３５５人です。

将来人口については、年少人口、生産年齢人口は令和４２年（２０６０年）にかけて減少する一方で、老年人口は令和２７年（２０４５年）にかけて増加し、その後

減少に転じると推計しています。

令和４２年（２０６０年）には、令和７年（２０２５年）に比べて、後期高齢者が約１.２倍になると推計しています。

https://www.city.hachioji.tokyo.jp/shisei/001/001/001/001/p031778.html


（参考）将来世帯数推計
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推計に当たっての条件

※令和２年（２０２０年）総世帯数は国勢調査による実績値であり、
内訳は世帯の類型、世帯主の年齢不詳世帯をあん分した世帯数であるため、
合計と一致しません。

＜推計における内訳は、小数点以下を四捨五入しているため、
合計と一致しない場合があります。＞

将来世帯数については、令和１２年（２０３０年）以降減少すると推計して

います。

世帯の家族類型別にみると、単独世帯が多く、夫婦のみの世帯と夫婦と子

から成る世帯の数が徐々に近づいていくと推計しています。

人
口
推
計

推計方法 コーホート要因法

基準人口
令和２年国勢調査（年齢・国籍不詳補完結果）
による人口

出生率

令和７年（２０２５年）の出生率は、平成２８年
（２０１６年）～令和２年（２０２０年）の本市
の実績値の平均値（１.１７）を仮定値として
設定。

令和１２年（２０３０年）以降は、国立社会保
障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人
口」（以下「平成３０年（２０１８年）推計」
という。）において公表されている本市の子ども
女性比をもとに、将来の出生率を設定。

移動率

平成２７年（２０１５年）から令和２年
（２０２０年）に観察された本市の人口移動
傾向と平成３０年（２０１８年）推計において
公表されている本市の純移動率を踏まえ、将来
の移動率を設定。

生残率 平成３０年（２０１８年）推計において公表
されている本市の生残率及び０～４歳性比を
用いる。０～４歳性比

（出生男女比）

世
帯
数
推
計

国立社会保障・人口問題研究所「日本の世帯数の将来推計（都道
府県別推計）」（平成３１年（２０１９年）推計）における東京都
の世帯主率及び令和２年国勢調査による実績値を踏まえ、将来の
世帯主率の仮定値を設定。これに、将来人口推計を掛け合わせて
算出。



ア 財政を取り巻く現状

14

経済の低成長や人口減少・少子高齢化により、市税を中心とした一般財源収入の減少や社会保障費の更なる増加が予測されています。

さらに、価値観の多様化や公共施設の老朽化により行政需要は増加しています。そのため、歳入・歳出の間に乖離（歳入・歳出ギャップ）

が生じ、今後はより厳しい財政状況になると考えられます。

計画策定の背景 （４）財政見通し

イ 今後の財政健全化の取組

財政見通しは、決算や人口などの統計情報や、中長期保全計画など財政への影響が大きい項目を反映し作成しています。

歳入状況を見定めながら、新たな社会課題や行政需要に対し、経営資源をどのように配分するかが課題となっています。

そこで、これまでの決算の推移を基に人口推計などを反映し、令和２２年度（２０４０年度）までの財政見通しを作成しました。今後は、

財政見通しを踏まえて、歳入・歳出ギャップの解消に計画的に取り組み、持続可能な財政運営を推進していきます。

ウ 財政見通しの推計方法

■ 人口 …………………………………… 人口ビジョン

■ 歳入 市税・税外収入・地方交付税 … 人口一人当たり単価を算出し人口推計と連動させ推計

国都支出金・市債 … 歳出と連動させ推計

■ 歳出 人件費 … 職員数を据え置き、年齢構成の変化を反映し推計

扶助費・補助金等・繰出金 … 人口一人当たり単価を算出し人口推計と連動させ推計

投資的経費 … 中長期保全計画・その他各事業の予定等を基に推計

物件費・維持補修費 … 新規施設の運営費等を反映し推計

公債費 … 投資的経費に伴う市債の発行見込を反映し推計
臨時財政対策債は制度が継続することを想定



15

人口推計に基づく財政見通し（一般財源ベース） 基金・現金及び収支の内訳
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計画策定の背景 （５）社会環境の変化

ア ライフスタイルや価値観の多様化 イ 科学技術の進展

社会環境の変化に伴い、ライフスタイルや価値観は多様化しています。

近年では、人とひととのつながりに対する考え方の変化や単身世帯・

共働き世帯の増加などにより、町会や自治会への加入率は減少傾向に

あります。身近な地域で市民同士が支えあえるつながりを醸成し、地域

コミュニティ機能を維持・向上していくこれまで以上の取組が必要です。

また、グローバル化により様々な価値観が流入しているほか、結婚・

出産・子育てに対する考え方なども多様化しています。誰もが自分に

合った暮らし方・働き方を選択でき、社会参加がしやすく経験・能力を

発揮できるほか、互いの個性・人権を尊重し、認め合うことができる

環境の整備が必要です。

さらに、望むライフスタイルを実現する妨げとなる貧困やヤング

ケアラー＊など、多様化・複合化した様々な課題の解決に向け、重層的

な支援体制を構築することが必要です。

デジタル化の進展により変化する社会・経済に合わせて、自身の組織

やビジネスモデルを変革し、デジタルを業務効率化のためだけのツール

として実装するのではなく、新たな価値の創出に活用することによって

競争上の優位性を確立させるデジタル・トランスフォーメーション

（ＤＸ）の実行が、これまで以上に求められています。

今後、交通ネットワークを構築するプラットフォームであるＭａａＳ＊

や自動運転などの交通分野、スマート農業＊、ＶＲ（仮想現実）を活用

した観光業、ドローンを活用した宅配サービス、オンラインによる遠隔

診療や医療・福祉分野への介護ロボットの導入など、様々な産業を支援

する新技術の誕生と活用が期待されています。

本市においても、豊かな市民生活の実現や人口減少・少子高齢化に

対応した行財政運営のため、ＡＩ＊やロボティクスなど新たなテクノロジー

を積極的に活用するスマート市役所を目指すことが必要です。
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ウ 都市構造の変化 エ 産業構造の変化

人口減少・少子高齢化が進行する中、人口密度の低下が著しい地域では、

公共交通や生活利便施設などのサービス水準の維持が課題となり、また、

空き家が増加し、適正に維持管理されなければ、防災、衛生面など生活

環境の悪化、地域活力の衰退などをもたらすことが懸念されます。

国においては、「都市再生特別措置法」や「地域公共交通の活性化及び

再生に関する法律」などの改正が重ねられ、居住と医療・福祉・商業など

の日常生活を支える都市機能の立地の適正化やこれらのまちづくりと連携

した公共交通ネットワークの再構築をはかるための仕組みや支援制度が

創設されました。

人口減少と人口構造の変化に適応した持続可能な都市を実現するため

には、生活利便施設・公共交通などの都市機能の集約化・コンパクト化

を推進し、将来の都市の維持管理コストや消費エネルギーの削減をはかる

とともに、都市機能の密度を適正に保ち、地域の生活の質を確保すること

が必要です。

一方、豊かな自然環境を擁する沿道集落地区では、昨今の新型コロナ

ウイルス感染症に伴う価値観の変化などを背景に、キャンプやマイクロ

ツーリズム＊、ワーケーション＊など、身近な余暇活動や仕事の場として、

新たなニーズが生まれています。地域コミュニティの維持・活力向上に

向けて、近年頻発する自然災害等への対応とともに、「新たな日常」に

求められるニーズを的確に捉えたまちづくりが必要です。

過去１０年間の日本のＧＤＰ（国内総生産）の成長率は平均０.５％

になっており、経済は成熟した段階にあります。社会の成熟化により、

価値観の多様化がすすんできた中、新型コロナウイルス感染症の拡大に

より、これまでの需要と供給のバランスが急激に変化し、新たな産業を

模索していかなければならない状況になりました。これまでの経済成長

のもとになった市場の拡大を前提とした経済振興から、社会構造の変化

に応じて多様な価値観に合った、持続的に産業の創出が可能な構造への

転換が求められています。さらに、終身雇用制度からの転換や副業・兼業

の増加など、雇用のあり方も変化しています。

本市においては、令和２年（２０２０年）に「霊気満山 高尾山～

人々の祈りが紡ぐ桑都物語～」のストーリーが都内で唯一の日本遺産に

認定されたことに加え、令和４年（２０２２年）１０月には多摩地域の

持つ産業集積の強みを活かし、広域的な産業交流の中核を担うことにより、

東京都における産業の振興をはかることを目的に、「東京たま未来メッセ

（東京都立多摩産業交流センター）」が東京都により開業されました。

また、リニア中央新幹線は、令和９年（２０２７年）に品川～名古屋間

の開通を目標としており、本市は中間駅の周辺エリアとなります。これら

知的対流拠点＊としての本市のポテンシャルを活かした交流人口のほか、

関係人口＊の増加による地域経済の持続的成長や活性化をはかることが

必要です。
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オ 厳しさを増す地方財政 カ 地方分権の進展

地方公共団体の財政は、社会保障制度に基づき支出される扶助費が

高齢化などにより増加する一方で、歳入の大宗をなす地方税は、人口減少

に伴う減収が見込まれ、非常に厳しい環境にあります。

また、高度成長・安定成長期に整備された道路・橋梁・上下水道など

の生活インフラや学校をはじめとした公共施設の維持・更新のほか、

多様化・複合化する地域課題への対応も必要です。

このような状況の中、本市がより安定的に行政サービスの提供を行う

ためには、デジタル技術の活用や周辺の地方公共団体との広域連携を

行うなど、効率性を高めていくことが不可欠です。

さらに、様々な主体が継続的にまちづくりにかかわる仕組みを構築する

ことで、公共の担い手を増やし、一層の協働によって持続可能な財政運営

を推進していくことが必要です。

日本が成熟社会を迎える中、多様化・複合化する地域課題に対し、

それぞれの地域の実情に応じた柔軟な対応が求められています。

このため、国と地方の役割を分担し、国は外交や防衛などの国でなければ

果たせない役割を担い、住民に身近な行政はできる限り地方に委ねる

ことで、地方公共団体が地域の実情に応じ柔軟に対応できるよう、今まで

国に集中していた財源や権限を地方に分ける地方分権の推進がはかられて

います。

本市は、これまで、保健所政令市や景観行政団体への移行をはじめ、

積極的に東京都から事務権限の移譲を受け、本市の実情に合った独自の

基準を反映した条例を策定するなどの成果を上げてきました。

このような「自らのまちのことは自ら決める」という地方分権の考え

に基づき、更なる権限移譲を求め、平成２７年（２０１５年）４月１日に

都内初の中核市となりました。これをきっかけに、本市が誇る「市民力・

地域力」を活かし、ワンランク上のまちづくりをすすめています。

今後は、中核市としての権限を最大限活かしながら、引き続き団体自治

の拡充をはかるとともに、地域が主体的に活動する「地域づくり」を

通して、本市ならではの住民自治を確立していくことが必要です。
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キ 新型コロナウイルス感染症の影響と
ポストコロナ時代の到来

ク 自然災害の頻発化・激甚化

新型コロナウイルス感染症は、令和２年(２０２０年)１月に国内で

初の感染者が確認されて以降、今日まで多くの感染者・死亡者が全国で

確認され、日々の生活にも大きな影響を与えています。感染症拡大防止

のためには、国・地方公共団体・医療関係者・専門家・事業者を含む国民

が一丸となり予防に取り組む必要があることから、国から新型コロナ

ウイルス感染症を想定した「新しい生活様式」が公表され、それぞれの

立場から実践がすすめられています。「新しい生活様式」の実践は、

人々の価値観や行動様式に劇的な変化をもたらし、仕事や日常生活に

おいても、対面から非対面への転換がすすんでいます。また、非対面・

非接触型の社会インフラが求められるようになり、テレワークやキャッ

シュレスなどデジタル化が加速しています。他方では、自宅近くで過ごす

時間が増え、身近な公園・緑地、里山などが有する多様な機能が再認識

されるなど、質の高いオープンスペースが求められています。

今後は、新型コロナウイルス感染症のような予測できない事象が発生

した際の対応に加え、感染症拡大防止と社会経済活動の両立をはかりつつ、

今回顕在化した課題を克服し、ポストコロナ時代の「新たな日常」を

構築していく必要があります。

近年、地球温暖化による気候変動の影響と考えられる集中豪雨や台風

の大型化などの異常気象が、世界各国で発生しています。国内において

も土砂崩れ、洪水などの災害、農作物への被害、サプライチェーン

（供給網）の断絶などが社会経済基盤に大きな影響を及ぼすとともに、

気温上昇による熱中症など人体への健康被害も深刻な問題になっています。

また、首都直下地震が今後３０年以内に７０％の確率で発生すると予測

されているなど、災害対策の必要性が高まっています。

本市においても、令和元年東日本台風をはじめとした台風や集中豪雨

などによる被害が発生しており、頻発化・激甚化する自然災害などから

市民の生命と財産を守らなければなりません。地球温暖化を防ぐ取組を

継続しつつ、将来起こり得る災害や気候変動による被害の回避・軽減に

向けて、強さとしなやかさを持ったまちを実現するため、土地利用の誘導

や市民・事業者など様々な関係者との連携・協働が必要です。



「八王子未来デザイン２０４０」基本計画 第２部 各論各施策ページの

“２０３０年度に向けた施策の展開（細施策）”で示した取組の方向性の根拠となるものです。
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計画策定の背景 （６）各施策における現状・課題
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第１編 みんなで担う公共と協働のまち 第１章 市民自治の推進

つながりから育む地域主体のまちづくり

 人口構造や世帯構成、ライフスタイルの変化などにより、地域が抱える課題は多様化・複合化しています。地域ごとの課題を把握し、実情に即した解決をはかること

が必要です。

 住民主体のまちづくりをすすめるためには、地域の魅力や課題を地域で共有し、課題解決などに向けて取り組んでいくための仕組みづくりが必要なことから、「地域

づくり推進基本方針」に基づき、中学校区を基礎単位とした地域づくりをすすめています。

 社会環境の変化などにより顕在化している地域課題の解決に向けて、地域で活躍する各団体の連携の仕組みを再構築していくことが求められています。

 地域コミュニティ活動の裾野が広がっているものの、その担い手は高齢化や固定化の傾向にあります。今後、人口減少・少子高齢化の進行が見込まれることから、

幅広い世代の方の参加につながる、世代や居住形態を意識した情報提供や環境づくりが必要です。

 町会・自治会の加入率は、住民の価値観の多様化などによって低下傾向にあります。「町会・自治会の活動活性化の推進に関する条例」に基づく取組をすすめ、

町会・自治会などが活動を継続できるよう支援していくことが必要です。

 「はちおうじ志民塾」では、主にシニア世代を対象に、自身が培ってきた知識や経験を活かし、地域に根ざした主体的な活動の担い手の育成を行っています。

 地域では世代を超えた交流の場や居場所が求められており、これにより新たなコミュニティが生まれる可能性があります。

 地域コミュニティ活動を醸成し、市民相互の親睦と福祉の向上をはかる活動の拠点として、市民センターなどコミュニティ施設の更なる活用や利便性の向上が必要です。
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第１編 みんなで担う公共と協働のまち 第１章 市民自治の推進

豊かな地域社会を築く市民と行政の協働

 八王子コミュニティ活動応援サイト「はちコミねっと」による情報発信を充実させ、情報を求める団体（人）に届けることが必要です。また、市民活動団体の活動を

直接的に支援する「人財の支援（プロボノ＊）」などの活用を促進し、市民活動を更に活性化させることが必要です。

 市民と行政との協働を更に推進するためには、多様な主体が持つ特性や知恵、ノウハウを活用・共有して市と様々な団体・企業・大学などが一体となるようなプロセス

を重ねていくことが必要です。

 地域で行われている様々な活動の活性化に向けて、市民・団体・企業・大学・行政などをつなぐ役割を担う人材（コーディネーター）が必要です。

 大学等や企業の地域貢献活動は、地域の活性化や課題解決の一翼を担っています。その活動が円滑に行われるために、包括連携に関する協定を締結するなど、行政と

大学等や企業が連携・協働した取組をすすめています。今後、地域課題・社会課題が多様化・複合化していくと予測されることから、これまで以上の関係性を構築し

ていくことが必要です。

 大学・市民・経済団体・行政などで構成する「大学コンソーシアム八王子」を中心に、オール八王子で各団体や事業の連携をはかり、本市の学園都市の特性を活かし

たまちづくりがすすめられています。

 近年、市内 ２１大学等に通う学生数は減少傾向にある一方で、留学生数は令和元年（２０１９年）まで増加傾向にありました。平成２２年（２０１０年）は約３千人

でしたが、令和元年（２０１９年）には約４千人まで増えました。

 「市民参加条例」に基づく取組をすすめ、若い世代や子育て世代の市民参加を更に推進していくことが必要です。
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第１編 みんなで担う公共と協働のまち 第２章 市民が納得できるサービスの提供

市民と行政の相互理解を深める情報収集・発信

 「市政への提言」やパブリックコメント、アンケート調査などを通して、市政に対する市民意見を把握しています。令和３年度（２０２１年度）からＳＮＳ＊を活用

した情報収集も始めています。

 社会環境の変化により多様化・複合化していく課題に対応していくためには、ライフステージに応じた意見を把握するなど幅広い調査が必要です。

 市政情報を市民に広くお知らせするため、広報はちおうじの全戸配布、広報紙を多言語に翻訳するアプリ「カタログポケット」を導入したほか、ホームページやＳＮＳ

を活用した情報発信を行っています。

 市民との協働によるまちづくりを推進していくためには、様々な市政情報を市民に分かりやすく発信するとともに、政策課題なども発信し、共有していくことが必要

です。

 情報公開制度と個人情報保護制度の適正かつ円滑な運営に努めています。

 情報社会が更にすすんでいく中、ウイルス感染や不正アクセスなど様々な脅威に対し、引き続き適切な情報セキュリティ対策を実施していくことが必要です。

 「公文書の管理に関する条例」に基づき、公文書の管理・活用をはかるとともに、歴史的に価値ある公文書の保存に努めています。
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第１編 みんなで担う公共と協働のまち 第２章 市民が納得できるサービスの提供

市民満足度を高めるサービスの提供

 多様化する市民の生活様式に対応するため、マイナンバーカードやデジタル技術の活用により、行政手続きにおける利便性を高めることが必要です。

 市民サービスのあり方は、行政手続きのデジタル化の進展により大きく変わってきています。地域における市民サービスの提供体制を計画的に再構築することが必要

です。

 市民の利便性を高めるため、近隣自治体との図書館の相互利用や予防接種の相互乗り入れを行っています。今後も市民ニーズを踏まえた広域連携が必要です。

 人口減少や少子高齢化、科学技術の進展等の社会環境の変化に伴い、市民の生活様式が多様化しています。

 デジタル技術やデータの活用などにより、利便性の向上をはかるとともに、内部事務の効率化をすすめていくことが必要です。

 誰一人取り残されることない、安心で便利なデジタル社会の実現に向け、デジタルに不慣れな方へのサポート等が必要です。
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第１編 みんなで担う公共と協働のまち 第３章 地方分権時代にふさわしい行財政運営の推進

自立都市に向けた機能充実

 地域の課題を解決できる自立した都市になるためには、政策の有効性を高め、市民に信頼される政策立案機能を強化していくことが必要です。

 法務機能を充実させ独自の政策条例を制定してきました。社会環境の変化に対応し、本市の特長を活かしたまちづくりをすすめるためには、機能向上に向けた継続的

な取組が必要です。

 人口減少の進行による市税収入の落ち込みなどに対し、行政サービスの持続可能な提供体制を確保していくことが必要です。

 ブランドメッセージ「あなたのみちを、あるけるまち。八王子」を決定し、本市の魅力を市内外に積極的に発信するとともに、新たな魅力を創造・発信していく

シティプロモーションの取組をすすめています。

 市民とともに都市ブランドを形成していくためには、様々な事業の内容や成果を市民と共有することが重要であり、全庁的なプロモーション能力の向上が必要です。

 定住人口の維持と交流人口の増加をはかるとともに、地域活動に参加する活動人口＊の比率を高めることで、持続可能な地域の発展につなげていくことが必要です。

 中核市としての権限を最大限活かし、地域の特性に合ったまちづくりを推進していくことが必要です。

 中核市としての権限に見合った財源が確実に配分されるよう、全国市長会や中核市市長会などを通じて、今後も国に強く働きかけることが必要です。

 本市の更なる自立を目指すため、地方分権提案募集制度の活用などにより、職員の分権意識や発案力の向上をはかるとともに、権限移譲や規制緩和などに関する提案

や大都市制度の調査・研究が必要です。
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第１編 みんなで担う公共と協働のまち 第３章 地方分権時代にふさわしい行財政運営の推進

持続可能な行財政運営

 「八王子未来デザイン２０４０」の着実な推進をはかるため、重点テーマ・取組方針に貢献する事務事業については、予算や人員の優先的な配分と行政評価制度

による検証が必要です。

 業務の質・量の変化に応じて、デジタル化の推進や効果的なアウトソーシングを行い、職員が担うべき仕事に注力できる体制を整備することが必要です。

 行財政運営を持続可能なものとするため、経営改革の推進による経営資源の確保とともに、メリハリのある施策展開により、限りある経営資源を賢く活用することが

必要です。

 社会環境の変化は、更に加速度を増していくことが予測されており、職員にはその変化に柔軟に対応できる能力が求められています。

 職員がより高い意欲を持ちながら、持てる能力を最大限に発揮できるように、働きやすく働きがいのある職場づくりを推進していくことが必要です。

 職員一人ひとりの職務遂行能力と組織全体の機能向上をはかるため、人事制度や研修制度、職場環境づくりなどの関連する施策をより連動していくことが必要です。

 「リスク管理基本方針」に基づき、職員一人ひとりがリスク管理に主体的に取り組み、事務の適正性を確保することで、安定した行政サービスを継続的・効率的

に提供することが必要です。

 危機に対する職員の更なる意識醸成と、緊急時に迅速かつ的確に対応できる危機管理体制の強化が必要です。

 「公共施設等総合管理計画」に基づき、学校施設を含めた公共施設マネジメントを推進しています。今後はＤＸなど社会環境の変化に対応した施設のあり方を踏まえ

ていくことが必要です。

 「資産利活用基本方針」に基づき、資産の利活用を更にすすめていくことが必要です。

 適切な市民サービスを提供するため、市税などの歳入確保に取り組んでいます。

 高齢化の進行により、社会保障関係経費が増加する一方、生産年齢人口の減少とともに市税収入の落ち込みが懸念されています。

 持続可能な財政運営に向けて、経済合理性や証拠・根拠を考慮した事業の選択が必要です。
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第２編 健康で笑顔あふれる、ふれあい、支えあいのまち 第１章 誰もが心豊かに暮らせる市民生活の推進

一人ひとりが尊重される地域社会の構築

 戦争の悲惨さを風化させないために、平和の大切さや尊さを次の世代へ継承していくことが必要です。

 誰もが心豊かに暮らすためには、人権尊重や権利擁護の意識が広く浸透し、様々な差別や偏見がなくなることが必要です。

 人権意識の醸成には、国や東京都などの関係機関と連携したうえで、普及啓発の促進や多様な学習機会の提供が必要です。

 差別や排除がなく、全ての人の人権が守られ、多様な個性が尊重される社会意識を醸成するとともに、誰もが社会参画や自己実現の機会を保障されることが必要です。

 男女共同参画社会の実現については、啓発活動などにより認識はすすんでいますが、性別による固定的な役割分担意識に基づく制度又は慣行は依然として社会に残って

います。

 人口減少社会において、社会の活力を維持していくためには、個々の能力が十分に発揮できる社会が不可欠であり、あらゆる分野における性別にかかわらない活躍が

求められています。

 性別を問わず、誰もが能力を発揮できる社会を実現するには、出産・育児・介護等のライフイベントと仕事との両立が必要です。また、働き方、暮らし方が多様化し

ていることから、支援サービスの充実とともに、職場での意識改革にも取り組むことが必要です。

 配偶者からの暴力は、身体的暴力に加え、精神的、経済的な暴力等多岐にわたっています。また、性暴力やストーカー行為など性別に起因する暴力は、犯罪となる

行為をも含む重大な人権侵害であり、関係機関と連携した取組が必要です。

 市内には多くの外国人市民が住んでおり、日常生活においても外国人との交流や、外国の文化を知る機会が増えています。

 今後も外国人市民が増加し、多国籍化することが見込まれています。誰もが地域の一員としてともに認め合い、互いに力を合わせながら、社会を発展させていくために、

市民の多文化共生意識の醸成が必要です。
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第２編 健康で笑顔あふれる、ふれあい、支えあいのまち 第１章 誰もが心豊かに暮らせる市民生活の推進

一人ひとりの暮らしに寄り添う相談・支援の充実

 日常生活における問題や悩みが複雑化・複合化しています。スムーズな解決をはかるため、専門機関と連携した取組が必要です。

 生活困窮者の自立相談支援の取組をすすめています。引き続き、支援が必要な方をしっかりと相談につなげる仕組みづくりや支援の充実、あわせて生活困窮世帯の

子どもたちの将来の自立に向けた支援が必要です。

 高齢者、障害者、児童等の各分野では、老老介護やダブルケア＊といった社会問題が複雑化・複合化しているケースや、制度の狭間にあるケース、支援を必要として

いても自ら相談に行く力がなく地域の中で孤立するケースへの対策など新たな課題が顕在化してきています。

 介護保険は、高齢化に伴う給付費の増大などにより、市財政への負担が増加しています。そのため、財源の確保や保険料の収納率向上に努めるとともに、一人ひとり

がその人らしく活き活きした生活が送れるよう、適切なサービスを提供する取組の推進が必要です。

 国民健康保険は、国民皆保険を将来にわたり維持していくため、広域化（都道府県単位化）され、財政基盤の安定化、負担の公平化、医療費適正化の推進等をはかって

います。

 国民年金は、国の事業運営に対し、市が被保険者の身近な窓口として各種手続きを受付けています。制度が専門的で複雑であるため、利用者にとって分かりにくく

なっています。

 後期高齢者医療制度は、被保険者数の増加などにより、医療費が増加しています。

 生活保護の利用世帯は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を契機に増加傾向に転じています。制度利用者の生活再建や就労支援の強化が必要です。

 商品・サービスの取引形態が多様化する中で、消費者の知識が追いつかず、契約内容を正確に把握できないことなどにより被害に遭うリスクが高まっています。自ら

トラブルを回避・対処する力を持つ自立した消費者を育むことが必要です。

 私たち一人ひとりの消費行動が、社会や環境に影響を及ぼすことを自覚し、より良い社会の発展に積極的に関与することができる消費者を育むことが必要です。

 成年年齢の引下げやインターネット普及などの社会環境の変化に対応するため、消費者トラブルに直面した際に速やかに適切な対応が取れるよう、多様な相談体制を

確保することが必要です。

 外国人市民は増加し、多国籍化しています。今後は、外国人市民が日本人と分け隔てなく安心して暮らすことができる社会となるように、外国人市民への支援を充実

させていくことが必要です。
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第２編 健康で笑顔あふれる、ふれあい、支えあいのまち 第２章 誰もが生きがいを持ち安心できる地域づくり

地域共生社会＊の実現に向けた基盤づくり

 価値観の多様化などにより、家庭や地域で相互に支えあうコミュニティ意識の希薄化がすすんでいます。

 高齢者のみの世帯や単身世帯が増加しており、地域における支えあいの仕組みづくりが必要です。

 地域福祉の輪を広げていくためには、交流機会の提供に加え、学生や留学生なども含めた、より幅広い世代と地域住民が積極的に交流できる機会の創出が必要です。

 ひきこもり、８０５０問題＊、ヤングケアラー＊、孤独・孤立問題など地域での複雑化・複合化する課題に対して、重層的な支援の充実が必要です。

 地域福祉を更に推進していくため、その担い手の一員として、民生委員・児童委員を増員してきました。しかし、民生委員・児童委員の高齢化やなり手の減少が

すすんでいるため、新たな担い手の確保・育成が必要です。
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第２編 健康で笑顔あふれる、ふれあい、支えあいのまち 第２章 誰もが生きがいを持ち安心できる地域づくり

誰もが安心して暮らすための地域福祉の推進

 障害者に対する差別や偏見を解消するため、「障害のある人もない人も共に安心して暮らせる八王子づくり条例」の周知・啓発を引き続きすすめることが必要です。

 高齢者や障害者が本人の望みに合わせて、地域で自立した暮らしを続けていくためには、一人ひとりへの理解や生活の状況に合わせた適切な支援が必要です。

 障害者虐待の早期の発見と、虐待を受けた障害者の保護や支援などの取組をすすめることが必要です。

 高齢者の相談窓口に寄せられる内容は、介護や医療のほか、生活支援、権利擁護、社会参加など、多様化しています。複雑化した相談への対応が増加していることから、

制度横断的に対応するために多職種が連携し、課題解決をはかる体制の強化が必要です。

 地域の身近な相談窓口である高齢者あんしん相談センターの利便性向上をはかるため、公共施設への移転をすすめています。

 老老介護などによる家族や介護者の過重負担や、社会から孤立した生活が孤独死につながるなどの事象が全国的に発生しています。また、高齢者への虐待も問題に

なっており、事案の早期発見・早期対応のため虐待防止に向けた啓発が必要です。

 高齢者が住みなれた家で安心して日常生活を過ごすために、地域の多様な主体によるゆるやかな見守り体制と生活支援が必要です。

 人口構造の変化により、高齢者の暮らしを支える介護人材の不足が危惧されています。介護人材の獲得と生産性向上の両面での対策が必要です。

 データを活用した効果検証や市場サービスとの連携、デジタル技術の活用など、限られた資源で効果的に介護予防をすすめるための新たなアプローチの必要性が

高まっています。

 要支援者や要介護者が増加している中、健康な状態を維持するための介護予防の取組が重要となっていきます。そのため、高齢者の健康維持活動を行う健康づくり

サポーターなどの市民による取組や、高齢者あんしん相談センターとの連携を軸とした身近な地域での事業展開が必要です。

 認知症高齢者が増加している中、認知症の人や家族の意見を踏まえて施策を推進することが必要です。

 障害者が社会の一員として活き活きと暮らしていくためには、適性や能力に応じた就労機会の確保や学習・交流活動への参加を促進することが必要です。

 障害児の状況に応じた適切な支援が必要です。

 一人ひとりのスキルやライフスタイルに合わせて、高齢者が活き活きと働ける環境づくりが必要です。

 高齢者が支える側となって様々な地域活動に参加し、生きがいを持って活躍できる環境づくりが必要です。
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第２編 健康で笑顔あふれる、ふれあい、支えあいのまち 第３章 保健医療の充実

こころと身体の健康を支える地域保健の推進

 食生活やライフスタイルが多様化し、生活習慣病などが全国的に増加しています。そのため、市民一人ひとりが自ら健康づくりを実践できるよう、健康に関する正しい

知識の普及・啓発と継続した健康づくりへの取組が必要です。

 健康の維持、疾病の重症化や介護状態を防ぐには、健診（検診）・医療・介護データを活用した疾病予防と早期発見・早期治療に努めることが重要です。令和２年度

（２０２０年度）特定健診受診率は４０.８％になっています。受診率向上のために、ナッジ＊理論に基づく通知などによる様々な受診勧奨を実施しています。

 令和２年度（２０２０年度）がん検診の精密検査受診率では、胃・肺・乳・子宮頸がんで国の目標値である９０％を達成しているものの、大腸がんは８５.５％になって

います。市民の健康増進につなげるために、がん検診の受診率はもとより、精密検査の受診率を高め、がんをはじめとした疾病の早期発見・早期治療に結び付けること

が必要です。

 感染症による疾病の発症や重症化を防ぐため、定期予防接種の接種率を高めることが必要です。

 ＨＩＶ／エイズ・結核・新型インフルエンザなど様々な感染症への対策が必要です。

 自殺者の数は近年増加しており、引き続き、経済的な理由や対人関係・健康の不安など、様々な要因によりこころを病む人への対策が必要です。

 難病患者の療養を支援するとともに、精神的な負担を軽減する対策が必要です。

 食中毒や感染症の対策など、身近なところでより専門的な保健衛生サービスを提供しています。

 犬や猫などのペットを多くの人が飼養しています。一方で、散歩中に犬を放してしまう危険な行為や、野良猫の増加により地域の問題が生じています。

 動物行政の拠点であり、災害対策や返還・譲渡などに資する場所の確保が必要です。

 育児不安や困難な事情を抱える妊産婦の割合が増えており、児童虐待の発生予防や早期発見、子どもの健全な発育・発達支援をはかることが必要です。

 妊娠からの切れ目のない支援や情報提供を行うことが必要です。

 新たな感染症や災害の発生時など、市民の生命、健康の安全を脅かす事態に対応するため健康危機管理体制の構築が必要です。
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第２編 健康で笑顔あふれる、ふれあい、支えあいのまち 第３章 保健医療の充実

安心につながる医療体制の充実

 地域医療全体が効率良く十分に機能を発揮できるよう、初期医療を担うかかりつけ医や救急医療を担う救急病院、高度医療を担う中核病院などが役割を分担し、医療

の連携をすすめています。

 地域医療を支える看護人材の育成・確保が求められています。

 高度医療や救急医療体制を維持・充実していくため、中核病院への適切な支援が必要です。

 高度医療や緊急を要する患者へ迅速な対応ができるよう、中核病院の適正利用についての啓発が必要です。

 夜間・休日を含め切れ目のない救急医療が提供できるよう、効率的な運営や連携体制の強化が求められています。

 介護や療養が必要となっても住み慣れた地域で最期まで安心して暮らせる体制や支援が必要です。

 リハビリを要する人の社会生活への早期復帰を実現するために、入院中からの適切な引継ぎや在宅医療を支える体制整備が必要です。



33

第３編 活き活きと子どもが育ち、学びが豊かな心を育むまち 第１章 全ての子どもが健やかに育つ地域づくり

全ての子ども・若者が健やかに育つ環境の充実

 子ども・若者にとって魅力あるまちづくりを行うとともに、自己有用感と生きる力を育むため、子ども・若者のまちづくりへの参画を支援することが必要です。

 子ども・若者が孤立し、悩みを一人で抱えてしまうことのないよう、相談しやすい支援体制が必要です。

 子どものインターネット利用の低年齢化がすすんでおり、安全かつ安心してインターネットを利用できる環境整備が求められています。

 乳幼児期における教育・保育は、身体育成や人格形成にとって極めて大切です。そのため、幼稚園や保育園などの様々な施設において提供される教育・保育のより

一層の充実が必要です。

 乳幼児期の子どもの成長や学びが、小学校でも活かされ、更なる育ちにつなげていけるよう、幼稚園・保育園や学童保育所、小学校などが連携し、子どもの成長を

見通した取組が必要です。

 「こども基本法」が制定され、子どもの権利を尊重した施策が求められています。

 家庭環境などにより、子どもの体験活動の格差が生じているため、地域資源を活かした多様な学びの機会を提供することが必要です。

 子どもが地域の人々とかかわる機会は減少しており、地域の人々に見守られながら活動できる環境が必要です。

 核家族化の進行や共働き家庭の増加で家庭に大人が不在となる時間が増加していることから、安全・安心な子どもの居場所が求められています。

 若者同士・若者と地域をつなぐ交流や活動の場が求められています。

 子どもや若者が抱える様々な課題が深刻化・複雑化しています。乳幼児期から若者まで、一人ひとりの状況に応じた切れ目のない支援が必要です。

 仕事や家事、子育てを一人で行うひとり親家庭の生活の安定をはかるため、養育費等の確保や親への就労支援、子どもへの学習支援の充実が必要です。

 児童虐待の通報件数は増加傾向にあります。児童虐待の予防や早期発見、支援機関との連携と体制強化が必要です。

 子どもの貧困については、社会情勢の影響を把握し、引き続き対策を充実することが必要です。
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子どもを育む家庭への支援

 就労形態の多様化や核家族化など社会環境が変化している中で、子どもを望む人にとって生み育てづらい状況が生じ、少子化がすすんでいます。

 育児不安や困難な事情を抱える妊産婦の割合が増えており、児童虐待の発生予防や子どもの健全な発育・発達支援をはかることが必要です。

 父親の子育てへの参加が増えつつあります。家族皆で子育てを楽しめるよう、仕事と生活の調和をすすめるための社会的な支援が求められています。

 保育ニーズの多様化や核家族化の進行、共働き家庭の増加により保育を必要とする子どもが増加しています。そのため、一時保育・障害児保育など保育サービスの

拡充や待機児童の解消が必要です。

 地域のつながりの希薄化により、身近に相談できる人や機会が少なくなり、子育てに孤立感や不安感を持つ家庭が多くなっています。

 地域で子育てを支えあう仕組みとしてファミリー・サポート・センターがあります。このような人とひととをつなぎ、地域で支えあう仕組みの充実が必要です。

 子育てに関する様々な団体が活動しています。それぞれが連携し、子どもの健やかな成長を支えるためのネットワーク化を更にすすめていくことが必要です。

 核家族化や少子化により、子育ての悩みを気軽に相談できる場や機会が減少しており、子育てひろばなど身近な場所での相談・居場所の充実が求められています。

第３編 活き活きと子どもが育ち、学びが豊かな心を育むまち 第１章 全ての子どもが健やかに育つ地域づくり
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第３編 活き活きと子どもが育ち、学びが豊かな心を育むまち 第２章 未来をひらく子どもを育てる教育

生きる力を育む学校教育の推進

 義務教育終了段階における基礎的・基本的な学力の定着と保障が課題となっています。

 児童・生徒の発達段階に応じたきめ細かい指導ができるよう、義務教育９年間を通した小中一貫教育をすすめています。

 子どもの体力向上のために、学校では児童・生徒の実態に応じた取組を行っています。

 アシスタントティーチャーの活用や放課後等の補習を実施し、児童・生徒の習熟度に合わせた個別学習の充実をはかっています。

 乳幼児期の子どもの成長や学びが、小学校でも活かされ、更なる育ちにつなげていけるよう、幼稚園・保育園や学童保育所、小学校などが連携した子どもの成長を

見通した取組が必要です。

 児童・生徒が豊かな人間性や社会性を身に付けていくためには、規範意識や社会貢献の精神、美しいものや自然に感動する感性を育むことが必要です。

 自らの健康につながる望ましい食生活を実践する力や「生きる力」を支える健康な体を育むため、学校給食を生きた教材として活用した、食育の一層の充実が必要です。

 児童・生徒の多様な体験活動の機会を充実し、一人ひとりが自らの課題を乗り越え、他者と協働してより良く生きる力を育てることが必要です。

 児童・生徒の誰もが意欲を持って学べるよう、一人ひとりに応じた指導や継続的な対応が必要です。

 来日して間もない帰国・外国籍で、日本語の理解が十分でない児童・生徒が、学校における日常生活や学習活動を円滑に送れるよう、転入学初期の日本語指導の充実

が必要です。

 特別支援教育へのニーズは依然として高く、より効果的に指導を行えるよう、小学校・中学校ともに特別支援学級の適正な配置をすすめることが必要です。

 未来を担う児童・生徒が、健やかに成長できる環境づくりをすすめるため、いじめ重大事態に適切に対応するための取組の推進が必要です。
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第３編 活き活きと子どもが育ち、学びが豊かな心を育むまち 第２章 未来をひらく子どもを育てる教育

地域とともにある学校づくり

 全市立小・中学校が地域運営学校として学校運営を行い、保護者・地域住民による地域ぐるみの子育てをすすめています。

 ＮＰＯ・企業・大学などの持つ専門性や人材を児童・生徒の教育に活かしていくことが必要です。

 学校が抱える課題が多様化・複合化しており、学校や行政だけでなく、地域で児童・生徒の健やかな成長を支えていくことが必要です。

 地域コミュニティが重要視される中で、学校には地域力向上のための役割が求められています。

 少子高齢化の進行や地域のつながりの希薄化、地域格差・経済格差の進行、共働き世帯の増加等により、子どもを取り巻く地域力が低下しています。

 地域の将来を担う子どもを育成するとともに、地域力の強化をはかるため、地域住民等の参画による学校を核とした人づくり・地域づくりを実施することが必要です。
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子どもの学びを支える教育環境の充実

 児童・生徒数の減少による小規模化や施設の老朽化がすすんでいる学校があることから、児童・生徒にとって望ましい教育環境を確保することが必要です。

 学校施設は安心して学び、生活をする場であるため、計画的な改修が必要です。

 児童・生徒の効果的な学習のため、整備したデジタル環境の更なる活用が必要です。

 本市の特色を活かした教員研修を実施し、教員の資質・能力の向上をすすめています。

 授業における効果的なデジタル技術活用のための支援が必要です。

 学校の快適な職場環境を実現し、教職員の安全と健康を確保することが必要です。

 教員が様々な学校内事務に携わっているため、教材研究や児童・生徒一人ひとりに向き合うための十分な時間の確保が難しい状況にあります。

 教員の役割分担の見直しやデジタル化の推進による業務の効率化が必要です。

 部活動は、競技経験のない教員が顧問となったり、休日も携わる必要があるなど、教員にとって大きな業務負担になっています。

第３編 活き活きと子どもが育ち、学びが豊かな心を育むまち 第２章 未来をひらく子どもを育てる教育
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第３編 活き活きと子どもが育ち、学びが豊かな心を育むまち 第３章 学びを活かせる生涯学習の推進

学びの循環を生み出す生涯学習の推進

 生涯学習講座の実施や「八王子学園都市大学（いちょう塾）」の開講により、市民の生涯学習活動を支援しており、また、企業や大学、ＮＰＯ、サークルなど多様な

主体が市民に学習機会を提供し、交流が行われています。

 こども科学館は、子どもをはじめとする全世代を対象とし、様々な科学に関する学習機会を提供していくことが必要です。

 電子書籍の充実など、図書館サービスを受けられる場所や形態を拡張し、身近な読書環境の整備をすすめています。新型コロナウイルス感染症の影響を受け、「新しい

生活様式」が定着する中、図書館は、身近な読書環境の整備だけでなく、生涯学習や地域の情報拠点として市民の生活に寄り添ったサービスの展開が必要です。

 人生１００年時代や多様な働き方を見据え、学び直す（リカレント）環境の整備が必要です。

 持続可能な社会の実現のために、一人ひとりの学びの成果が地域で活かされ、新たな人の交流や地域のつながりが生まれ、更に新たな学びをもたらすという「学びの

循環」を作り出していくことが必要です。
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健康と活力を育むスポーツ・レクリエーションの充実

 多くの市民が多様なスポーツにふれ、参加できる機会を創出するなど、スポーツを推進していくことが必要です。

 誰もが、気軽に身近な地域でスポーツ・レクリエーション活動を行うことができる環境づくりが必要です。

 市内スポーツ施設の利用者が施設を安全に安心して利用できるように、計画的な改修が必要です。

 市民に身近なスポーツ・レクリエーションの場として、市立小・中学校の学校施設をはじめ、施設の一般開放を行っています。

 多様なスポーツニーズに対応するため、大学等や企業が所有するスポーツ施設の活用が求められています。

第３編 活き活きと子どもが育ち、学びが豊かな心を育むまち 第３章 学びを活かせる生涯学習の推進
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第３編 活き活きと子どもが育ち、学びが豊かな心を育むまち 第４章 未来につながる文化の継承と創造

豊かな心とつながりを育む文化振興

 心の豊かさや潤いをもたらし、人とひとを結び付け、まちの魅力を高めるものとして、文化芸術への関心が高まっています。

 「文化芸術振興条例」を施行し、多彩な地域性を活かして、文化芸術を更に発展させるための様々な施策を推進しています。

 新型コロナウイルス感染症を受けた文化施設に求められる役割や機能の変化を踏まえ、ポストコロナ時代を見据えた対応が必要です。

 子どもたちの豊かな創造性・社会性を育むとともに、文化芸術の継承に向けて、未来の担い手となる子どもたちが文化芸術活動に参加する機会を提供しています。

 市民の暮らしの中にある文化芸術や先人から受け継がれてきた伝統文化などを対象とした、市民が主役となる文化芸術振興の取組を地域特性に合わせて展開していく

ことが必要です。

 姉妹都市や海外友好交流都市のほか、市民や企業の間で多様な交流が行われています。

 ポストコロナ時代においても継続して交流を深めるためには、新しい交流スタイルの実現が必要です。

 より多くの市民が友好都市の歴史や文化への理解を深めるためには、更なる周知や情報発信が必要です。

 苫小牧市や日光市に加え、北条氏の縁から小田原市、寄居町と姉妹都市の盟約を締結しています。八王子千人同心のつながりのある北海道白糠町も含め、多様な文化

交流を行っています。

 中国・泰安(たいあん)市、台湾・高雄(たかお)市、韓国・始興(しふん)市、ドイツ・ヴリーツェン市と友好交流協定を締結し、各都市との交流をすすめています。
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第３編 活き活きと子どもが育ち、学びが豊かな心を育むまち 第４章 未来につながる文化の継承と創造

市民が誇れる歴史と伝統文化の継承・活用

 八王子の歴史文化を守り、未来へ継承していくため、「文化財保存活用地域計画」を作成しました。

 八王子車人形をはじめとする本市の伝統芸能や八王子まつりを象徴する山車（だし）など、八王子の豊かな文化財について、その保存・活用を通じて、次世代へ確実

に継承するとともに、本市の魅力向上や郷土への愛着の醸成につなげていくことが必要です。

 少子高齢化による担い手不足や価値の認識不足等から文化財が毀損・滅失することを防ぐため、文化財の所在や価値、現況を把握するための調査・研究やこれまでの

調査・研究成果の整理が必要です。

 新たに本市に居住した方や学生に対して本市の歴史や文化・伝統芸能にふれる機会などを増やし、関心を高めていくことが必要です。

 歴史・郷土ミュージアムの整備をすすめ、文化財を適正に管理、継承するとともに、調査・研究の充実が必要です。

 市制１００周年記念事業として、「新八王子市史」を編さんしました。今後は、市史編さんの成果を活かして、本市の歴史・文化を広く市民に伝えるための取組が

必要です。

 歴史や魅力を分かりやすく伝えるため、八王子城跡では、ガイドボランティアの案内により来訪者への関心を高めています。

 日本遺産を、教育・文化・産業・観光・地域活動など様々な分野で広く活用してもらえるよう、情報発信や普及・啓発を充実させることが必要です。

 日本遺産のストーリーや八王子の歴史文化の魅力を発信することが必要です。
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第４編 安心・快適で、地域の多様性を活かしたまち 第１章 自然と共生し地域の多様性を活かしたまちづくり

魅力ある持続可能なまちづくり

 「都市計画マスタープラン」等に基づき、計画的なまちづくりをすすめています。

 新型コロナウイルス感染症の影響により、人々の生活や社会を取り巻く環境が変化し、まちづくりも変わっていかなければならない状況です。テレワーク実施率の

増加により、従来よりも住環境が重視されるとともに、都市に求められる機能も変化しています。

 人口減少・少子高齢化が進行する中で、誰もが快適に暮らせる持続可能なまちづくりを目指し、長期的な視点で居住と都市機能の誘導のあり方について考えていくこと

が必要です。

 市街地では、地域の特性に対応した拠点の整備をすすめてきました。

 市街化調整区域では、自然環境や営農環境の保全と地域活力の向上が求められています。

 良好な住環境を確保するため、土地区画整理事業をすすめていくことが必要です。

 市内にある国・東京都の未利用地などについては、まちづくりの視点に立った活用が求められています。

 日本遺産などの本市の歴史文化を活かしたまちづくりや産業の発展・市民生活の改善につなげるための土地利用誘導が必要です。

 市民の主体的なまちづくりを推進するため、「地区まちづくり推進条例」に基づき、地区まちづくり協議会などの活動を支援しています。

 誰もが利用しやすい駅周辺の整備をすすめることで、駅前のにぎわいを創出してきました。

 都市の魅力を向上させるため、主要駅周辺を人々が集い、多様な活動を繰り広げられる場へ転換することが必要です。

 新たなにぎわいを創出するため、産学官民一体で行う「居心地が良い空間づくり」をすすめていくことが必要です。

 屋外広告物の許可などの権限を「景観計画」と連携させた制度づくりに活かして、地域の魅力ある景観づくりを推進しています。

 誇りと愛着の持てるまちを次世代へと伝えていくため、市民を中心に多様な主体との協働によるまちづくりをすすめていくことが必要です。
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第４編 安心・快適で、地域の多様性を活かしたまち 第１章 自然と共生し地域の多様性を活かしたまちづくり

人と自然にやさしいまちづくり

 公共施設や駅などのバリアフリー化がすすんでいますが、誰もが安心・快適に暮らせるよう、ユニバーサルデザイン＊にも配慮した更なる取組が必要です。

 人口減少による社会構造の変化に伴う土地に対する需要や利用の変化により、低未利用地が発生しています。

 農的な土地利用を推進するとともに、自然環境の回復や積極的な保全が必要です。

 「緑化条例」に基づいて、一定規模以上の開発・建築を行う場合は事業区域内の緑化を義務付けています。

 みどり豊かな市街地を形成していくためには、更なる取組が必要です。

 高齢者などの住宅確保要配慮者が増加するため、住まいの安定確保に向けた取組が必要です。

 高経年マンションの増加に伴い、マンション管理組合の機能低下等による管理不全の予防・改善が求められています。

 少子高齢化と単身高齢世帯の増加により、空き家や空き家になる可能性が高い住宅が増加しています。

 空き家の適切な管理の促進と空き家の発生を予防するための対策のほか、空き家をまちの資源として、地域の活力向上や新たな魅力づくりに活かすための取組が求め

られています。

 公園・緑地の整備がすすみ、市民の憩いの場は増えていますが、安全・安心な利用に向けて適正な管理が必要です。

 地域住民が公園の維持管理を行うなど、公園が地域住民をつなぐコミュニティの場となる取組が求められています。
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第４編 安心・快適で、地域の多様性を活かしたまち 第２章 地域力を活かした安全で安心なまちづくり

強さとしなやかさを持ったまちづくり

 様々な災害を教訓に、ライフラインや学校施設の耐震化のほか、耐震性貯水槽や備蓄倉庫、災害時用トイレ等の防災機能を備えた都市公園の整備など、ハード面での

災害対策をすすめています。

 災害の被害を最小限にとどめるために、土地区画整理事業や都市計画道路整備などの延焼を防ぐ都市基盤整備の推進のほか、豪雨時の河川等の氾濫で発生する洪水など

に対する治水対策が必要です。

 地震への備えとして、上下水道・ガスなどのライフラインの耐震化に加え、民間建築物の耐震化に向けた所有者への更なる働きかけや支援、防災拠点となる公共施設

の機能強化が必要です。

 災害から市民の生命・身体を守るため、盛土等への対応が必要です。

 首都直下地震の発生や、避難所での感染症拡大が危惧される中で、大きな揺れでも倒壊せず在宅避難ができる、災害に強い住宅が求められています。

 気候変動による自然災害の頻発化・激甚化を踏まえ、災害リスクの高い区域における開発行為を抑制することが必要です。

 災害発生時には、本市と関係機関が一体となって対応することが必要です。

 平時からの防災訓練等を通じて、地域全体として災害に対する備えが必要です。

 市民一人ひとりの災害に対する備えや意識の高まりにより、本市の自主防災組織の令和３年度（２０２１年度）末結成率は、８６.９６％になっています。

 医師会をはじめとする関係機関との連携をはかり、災害医療体制の更なる充実が必要です。

 防災力をより高めていくために、自助・互助・共助を強化するとともに、広域的な災害発生時には、近隣自治体との連携体制だけでなく、被災していない遠隔地の

自治体からの受援体制の構築が必要です。

 災害情報の発信機能を強化してきましたが、大規模災害発生時には、災害情報を得づらい状況が発生することが想定されます。

 市民にきめ細かく情報を届けるため、防災無線をはじめとした災害情報の発信に加え、ＳＮＳ＊等を活用した効果的な伝達手段の拡充が必要です。

 災害時における迅速な復旧・復興に向けた手順を整理したマニュアルを活用し復興訓練に取り組んでいます。

 大規模災害発生時には、大量の災害廃棄物の処理が必要となるため、事前の想定に基づき円滑かつ迅速な対応が必要です。
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安全で安心な暮らしを守る体制・対策の強化

 高齢者を狙った特殊詐欺の被害は、依然として深刻な状況にあります。また、駅周辺の繁華街における、つきまとい勧誘行為や客引き行為、違法な置き看板設置に

対する更なる対策が必要です。

 市民の安全で安心な生活を確保するため、特殊詐欺被害や女性・子どもが不審者などによる被害にあわないための対策、暴力団排除意識の高揚をはかる取組などが

必要です。

 これまでの防犯対策を継続していくとともに、犯罪や非行をした人たちが再び罪を起こさないようにするため、社会全体で「立ち直り」を支援していくことが必要です。

 市民が安全で安心して暮らせるよう、地域・防犯団体・事業者・警察と連携をはかり、防犯対策に取り組むことが必要です。

 地域防犯リーダーを増やし、地域における防犯活動の輪を広げることが必要です。

第４編 安心・快適で、地域の多様性を活かしたまち 第２章 地域力を活かした安全で安心なまちづくり
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第４編 安心・快適で、地域の多様性を活かしたまち 第３章 快適で人にやさしい交通環境づくり

安全で円滑な交通環境の構築

 鉄道駅等にエレベーターなどを設置し、歩行者の利用環境の改善をすすめています。

 バスや自動車、歩行者が集中する主要駅においては、安心して利用できる動線の確保や円滑な乗り換えなど安全性・利便性の向上が必要です。

 相模原市の橋本にリニア中央新幹線の中間駅が設置される予定であり、多くの利用者が見込まれています。今後、本市への新たな人の流れが生み出されることが期待

されています。

 駅ホームでの利用者と列車との接触防止や線路への転落防止など安全性の向上が求められています。

 八王子南バイパスや北西部幹線道路等、主要幹線道路の整備は着実にすすんでいますが、国道・都道を中心に依然として渋滞が発生しており、渋滞緩和や交通の円滑化

が求められています。

 幹線道路の渋滞を回避しようと通学路などの生活道路を通過する自動車が多いことから、地域の実情に応じた通学路などの安全対策の継続に加え、市内にはまだ多く

の狭い道路があるため、安心して通行できる道路整備が必要です。

 地域住民などと協働して、身近な道路の維持管理を行う道路アドプト制度＊を推進してきました。

 高度成長期に建設された道路ストック（道路・橋りょう等）が老朽化しており、計画的な予防保全が必要です。
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快適に移動できる公共交通基盤の形成

 交通渋滞などにより、路線バス運行の定時性が確保されない場合があります。

 高齢化や地域の人口減少により、移動手段の確保が困難な地域があります。

 バス運行の効率化・高度化やバス乗務員不足に対応するため、ＡＩ＊や自動運転などの新しい技術の導入・活用が求められています。

 はちバス等のコミュニティバスの持続可能な運行に向けて、需要に応じたルート再編や利用サービスの向上が必要です。

 自転車駐車場を市内の鉄道各駅に整備するとともに、放置自転車対策を実施しています。また、自転車走行空間の整備をすすめ、歩行者や自転車利用者の安全な通行

環境の確保をはかっています。

 自転車の利用を更に広げていくための利用環境の整備が必要です。

 自転車利用促進施策（シェアサイクル等）を展開し、中心市街地や観光地のにぎわいの創出や、自転車を活用した環境にやさしいまちづくりが必要です。

 国の「地域の成長に応じた鉄道ネットワークの充実に資するプロジェクト」の一つとして、多摩都市モノレール八王子ルートが位置付けられています。

 自転車を含む車両を運転する時に求められる交通ルール遵守の徹底や、歩行者のマナーの向上が求められています。

 市内の交通事故件数は減少していますが、事故全体に占める高齢者がかかわる交通事故の割合は増加傾向にあります。

 高齢者に対する、より一層の交通事故防止対策と、子どもをはじめとする交通弱者を事故から守る取組が必要です。

 信号無視などによる自転車利用者の事故割合が増加しています。また、飲酒運転をはじめ、ながら運転やあおり運転などの危険な運転による事故が社会問題になって

います。

第４編 安心・快適で、地域の多様性を活かしたまち 第３章 快適で人にやさしい交通環境づくり
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第５編 魅力あふれる産業でにぎわう活力あるまち 第１章 地域経済を支える産業の振興

八王子を支える地域産業の基盤強化

 中小企業の多くは、経済・社会情勢の影響を受けやすく厳しい経営環境にあり、また、自社のみで解決することが困難な課題も抱えています。中小企業の経営を安定化

し効率的な経営を実現するための支援が必要です。

 後継者不足により廃業を予定する企業も多く存在し、事業承継への対策や支援の充実が課題となっています。

 世界的な産業構造の変化やグローバル経済の進展により、国内経済の先行きが見通せない状況が続いています。

 国・東京都・近隣自治体に加え、大学や地域金融機関、産業支援機関などと連携して産業振興をすすめています。「東京たま未来メッセ（東京都立多摩産業交流

センター）」の開業を契機として、更なる連携が必要です。
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第５編 魅力あふれる産業でにぎわう活力あるまち 第１章 地域経済を支える産業の振興

人材が活躍できる働く環境の整備

 「入社後ギャップ」などによる新入社員の早期離職への対応が課題となっています。特に中小企業においては、新規採用人数が大企業に比べて少ないことから、一人

の退職が業績に与える影響が大きく、企業への定着を促進していくことが必要です。

 テレワークなど多様化する働き方に柔軟に対応し、ワーク・ライフ・バランスを推進することが必要です。

 経済状況は一層不透明感を強め、多くの市民や市内企業の負担は増加しています。

 雇用状況については、生産年齢人口の減少もあり、有効求人倍率は高水準となり、新卒者の内定率も過去最高水準となっています。一方、求職者の都内集中や大手志向、

大企業の採用意欲の高まりにより、市内中小企業は人材確保に苦慮している状況です。

 人手不足に対応していくため、若者を対象とした従来の就労支援、中小企業支援に加え、子育て・介護等で離職した人や高齢者が再就職しやすい環境づくり、未就労者

の就労意欲を向上させる取組が必要です。

 サイバーシルクロード八王子では、産業振興は“人”が大切であるとの視点に立ち、様々なステージに応じた人材育成プログラムを実施しています。



50

第５編 魅力あふれる産業でにぎわう活力あるまち 第２章 まちの活力を創出する産業

地域活性化に向けた産業イノベーションの創出

 経済のグローバル化が進展している一方、感染症等の影響によるサプライチェーン（供給網）の維持には多数の課題がある状況です。

 ＩｏＴ＊の進展やＡＩ＊の活用などにより、社会を取り巻く環境やライフスタイルは大きく変化しています。

 国は第４次産業革命の推進やSociety 5.0＊の実現に向けたイノベーションの創出を掲げ、人口減少などの社会環境の変化に対応した成長戦略を推進しています。

 本市には優れた技術力や製品開発力を有する中小の製造業・情報通信業等が集積していることに加え、大手企業の研究所や多数の大学等が立地しています。

 「新産業開発・交流センター」では、技術力の向上や技術的課題の解決のほか、産業集積の強みを活かした企業間のネットワークづくりや異業種連携による新たな産業

の創出・展開にも取り組んでいます。

 「東京たま未来メッセ（東京都立多摩産業交流センター）」の積極的、効果的な活用を行うことで、イノベーション機会の創出による本市の産業活性化に結び付けて

いくことが期待できます。

 企業誘致制度の拡充などにより多くの企業が立地し、税収や雇用確保に結び付いています。

 ニュータウン地区をはじめとする業務用地での企業立地が収束してきています。今後、更に企業誘致をすすめるためには、既存用地の利用転換や拠点整備の進捗により、

新たな業務用地を確保することが必要です。

 圏央道の延伸をはじめ、北西部幹線道路や八王子南バイパスといった幹線道路の整備により、広域交通ネットワークの形成がすすんでいます。今後も、広域交通の

要衝地として、超大型物流施設など、本市の特徴や強みを活かした積極的な企業誘致により、企業の更なる立地や市外への流出防止につなげていくことが必要です。

 地域経済の成長による新たな活力の創出には、新たな事業に取り組む企業やスタートアップ企業＊の支援とともに、地域が持つ多様な産業資源の連携が必要です。

 商工会議所や地域金融機関、産業支援機関と連携しながら、新産業分野に取り組む企業への支援を実施しています。

 市民生活にかかわる課題や地域課題の解決を目的としたソーシャルビジネス・コミュニティビジネス＊での起業・創業を志す人が増えてきています。
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第５編 魅力あふれる産業でにぎわう活力あるまち 第３章 まちの魅力を向上させる産業

にぎわいを創出する産業の振興

 まちのにぎわいの核となる中心市街地には商業施設が集積しています。また、マンションの建設に伴う人口増の一方で、居住者が幅広い世代にわたっており、社会

ニーズが多様化しています。

 集客力のある観光地のみならず、中心市街地にリピーターを含む多くの来街者を誘導するとともに、回遊性・滞留性を高めるなど、中心市街地に行きたくなる魅力ある

まちづくりが必要です。

 後継者不足や郊外型大型店の進出、インターネットショッピングの普及などにより店舗数が減少し、存続が難しくなっている商店街もあります。

 地域ブランド化の取組をすすめていますが、全国的に知名度を高めるための方策や更なる商品開発と販路開拓が求められています。今後も名産品・観光資源・農林畜産物

などを活用した、地域ブランド創設につながる産学官と地域の連携が必要です。

 日本遺産を地域の観光資源として活用し、文化観光・産業観光を推進することが必要です。

 観光地として確立している高尾山を観光誘客の中心地として更に高めるとともに、観光資源としての八王子城・滝山城などの魅力を磨き上げ文化観光を推進していく

ことが必要です。

 観光資源の連携による市内の回遊性向上と産業振興への波及や名産品等の観光資源の磨き上げと地域ブランド化による更なる盛り上がりが必要です。

 観光資源の強みを高め合う自治体連携が必要です。

 「東京たま未来メッセ（東京都立多摩産業交流センター）」が開業され、市内のコンベンション施設が充実しました。

 公益社団法人八王子観光コンベンション協会や関係団体と連携して、積極的なＭＩＣＥ＊誘致の推進をはかることが必要です。
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第５編 魅力あふれる産業でにぎわう活力あるまち 第３章 まちの魅力を向上させる産業

農林業と都市の共生

 地産地消による都市農業を推進するため、認定農業者等の支援や農作業の担い手不足解消、「道の駅八王子滝山」での農産物の直売などをすすめています。

 本市は都内最大級の農業生産高を誇っていますが、耕地面積は年々減少しています。

 農業の担い手不足や獣害被害の解消に向けて、農作業の効率化や獣害対策など地域に応じた取組が必要です。

 農業者を支援するため、農業関係団体と連携した補助制度や認定農業者制度等の周知が必要です。

 遊休農地を有効活用する手段の一つとして、農福連携＊の取組への期待も高まっています。

 八王子産農産物を使用した新たな特産物を創出するために、６次産業化＊の推進と農商工が連携した取組が行われています。今後も地域ブランド創出につながる産学官

と地域の連携が必要です。

 地球温暖化による気候変動が農林業における重大なリスクの一つとなっており、農作物の収量減少や品質低下など生産現場に影響が生じています。

 林業は、担い手不足や経営継続の困難さの解消など、依然として解決すべき課題があります。

 多摩産材を活用した家具などを製品化し販売する動きも出てきています。さらに、多摩産材の流通を促進していくことが必要です。

 デジタル技術等の先端技術の活用による生産性や安全性の向上が必要です。
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第６編 一人ひとりが育てる、人と自然が豊かにつながるまち 第１章 一人ひとりが考え、ともに守る環境

環境を守り育む人づくり

 環境問題に対する意識を高め、日常生活の中で環境を守るための取組が行えるよう、環境白書やホームページ・ＳＮＳ＊などを活用し、多様な手段で情報を発信して

います。

 一人ひとりが環境について考え、自身の日常生活や活動そのものが環境に負荷を与えていることを認識し、自分にできる環境負荷の少ない行動に積極的に取り組むこと

が必要です。

 自然を大切にする心を育むため、子どもの頃から八王子の豊かな自然とふれあい、地域の活動やイベントなどを通した体験型の環境教育や環境学習の充実をはかって

いくことが必要です。

 市民の手による地域に根ざした環境保全活動や環境市民会議における活動を更に拡大していくため、活動に幅広くかかわることができる、環境保全に精通した人材の

育成・活用が必要です。

 市内には、市民と協働で環境保全活動を行っている事業者・団体が多数あります。産学官民のネットワークを構築し、連携した取組による更なる活動の展開が期待

されます。

 本市の持つポテンシャルを最大限活かし、自然のフィールドや公共施設、企業、大学などを活用した効果的で幅広い学習プログラムの企画・実施が求められています。
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第６編 一人ひとりが育てる、人と自然が豊かにつながるまち 第２章 環境負荷の少ないまちづくり

オール八王子で取り組む脱炭素に向けたまちづくり

 自然災害の増加など世界各地で地球温暖化による気候変動の影響を受けています。

 国は、国際的にも重要な課題である温室効果ガス排出削減を推進するため、令和２年（２０２０年）１０月に「２０５０年カーボンニュートラル宣言」を表明しました。

 本市においても、令和４年（２０２２年）２月に「ゼロカーボンシティ宣言」を表明しました。市民・事業者・行政のオール八王子で、脱炭素社会の実現に向けて、

取組を加速していかなければなりません。

 本市のＣＯ２排出状況は、減少傾向ではありますが、全体の６割強を占める民生部門（家庭・業務）はまだ高い水準にあり、市民・事業者の一人ひとりが環境配慮の

意識を持ち、更にＣＯ２排出量を削減していくことが必要です。

 ゼロカーボンシティの実現には、徹底した省エネルギー対策と併せて、再生可能エネルギーの導入を促進し、エネルギー使用を抑制することが必要です。

 特に公共施設における省エネルギー対策と再生可能エネルギーの導入を積極的に推進することが必要です。

 市民・事業者の取組の促進には、気候変動への危機感や取組の効果を分かりやすく理解できるように意識向上をはかりつつ、具体的な支援策を着実に実行していく

ことが必要です。
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第６編 一人ひとりが育てる、人と自然が豊かにつながるまち 第２章 環境負荷の少ないまちづくり

地球にやさしい循環型社会の形成

 家庭から排出されるごみは、ごみ有料化や容器包装プラスチックの資源化などにより、減量・資源化が大きくすすみました。

 更なるごみの減量と資源循環に向けて、現在焼却処理を行っているプラスチック製品等の資源化をはじめ、きめ細かな啓発活動など、地域や事業者とも連携して推進

していくことが必要です。

 事業系ごみについては、訪問指導や清掃工場での搬入物検査などにより、ごみの減量・資源化が促進されています。引き続き、排出事業者の意識向上のための働きかけ

を継続していくことが必要です。

 館クリーンセンターが稼働した一方で、戸吹清掃施設が間もなく更新時期を迎えます。新たな資源化施設の技術革新を見据えた処理体制を構築し、安定したごみ・

資源物処理を継続していくことが必要です。

 持続可能な廃棄物の適正処理を確保するため、ごみ・資源物処理施設の広域化・集約化と、し尿処理施設の広域化・共同化を検討していくことが必要です。

 脱炭素社会の実現に向けて、廃棄物・資源循環分野が果たす役割を認識し、収集運搬・中間処理・最終処分の全過程において、地球温暖化対策に取り組むことが必要

です。
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第６編 一人ひとりが育てる、人と自然が豊かにつながるまち 第３章 自然と共生した安全で快適な環境

未来に潤いをもたらすみどりと生物多様性＊の保全

 市政世論調査では、本市に住み続けたいと思っている市民は９割近くを占め、多くの人がその理由に自然の豊かさを挙げています。

 森林・水田・畑地などが一体となった里山は、多様な生きものを育むとともに、人々の生活に多くの恵みを与え、自然とともに暮らす文化を育んできました。地域

住民らが上川の里などで里山の保全と活用、啓発活動に取り組んでいます。

 身近な公園・緑地・里山・河川など、自然環境が有する多様な機能を活用するグリーンインフラ＊により、地域の課題解決や持続可能で魅力的な社会の実現に貢献して

いく取組が求められています。

 管理負担の増加などにより、一部の森林・緑地では間伐などの手入れが行き届かず、荒廃がすすんでいます。緑地保全のための管理支援と人材の育成を拡充していく

ことが必要です。

 下水道を整備したことにより、河川の水質は改善し清流が戻ってきています。そのため、川や湧水などの水辺には、多様な生きものが生息できる環境が整ってきており、

憩いや安らぎの場として活用されています。

 地域に親しまれる自然植生や生態系に配慮した水辺づくり、河川水量の確保に向けた取組をすすめています。

 行政が管理してきた河川に隣接する水辺の公共空間は、地域の資源として見直されてきており、まちのにぎわいの拠点として、積極的な活用が求められています。

 森林や里山などのみどりは、ＣＯ２の吸収による地球温暖化防止や水源域としての水量の確保・水質の浄化作用に加え、多様な生態系を保全する機能も持っています。

 将来にわたり生きものと人が豊かに暮らせるよう、「生物多様性基本法」などに基づき、地域特性を踏まえた生物多様性の保全とその持続可能な利用が求められて

います。

 動植物・昆虫の外来種による生態系や市民生活への影響・被害がみられ、地域と連携した対応が必要です。
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第６編 一人ひとりが育てる、人と自然が豊かにつながるまち 第３章 自然と共生した安全で快適な環境

安全で良好な生活環境の確保

 水は生物共通の財産であることから、水が健全に循環し、そのもたらす恵沢を将来にわたり享受できるよう、健全な水循環を維持し、又は再生することが必要です。

 都市化に伴い、雨水浸透機能の低い土地利用がすすみ、地下水位の低下や湧水の枯渇、河川の瀬切れの原因となっています。

 豊かできれいな水の流れが戻り、水環境が整うと人々は自ら水辺に集うようになります。貴重な水辺環境を後世に伝えるため、地域や事業者などと協働し、湧水や

河川などを保全・活用していくことが必要です。

 水辺環境を良好に維持するために、水路を適正に管理することが必要です。

 下水道整備が完了したことにより都市機能が向上しました。一方で、整備した下水道施設の経年劣化により、日常生活に影響を与えるリスクが高まることから、施設

の適切な維持・更新が必要です。

 環境汚染対策については、事業者などへの規制・指導や環境監視により市民の生活環境の保全をはかってきました。引き続き、「大気汚染防止法」などに基づき、

更にきめ細かな規制・指導が必要です。

 騒音・振動については、公害の中でも市民の生活環境に密接に関連しており、様々な発生源への対応が課題になっています。

 生活環境については、工場・事業場の悪臭や空閑地の適正管理、敷地内のごみ放置に対応してきました。引き続き、生活環境の確保に向けた対策をすすめていくこと

が必要です。
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「まち・ひと・しごと創生総合戦略」及び「国土強靭化地域計画」との関係性

ア 「まち・ひと・しごと創生総合戦略」・・・一体的に策定

イ 「国土強靭化地域計画」・・・整合・調和

国や東京都の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」を勘案して、本市の実情に応じたまち・ひと・しごと創生に関する施策について定めた計画

（「まち・ひと・しごと創生法」（平成２６年法律第１３６号）第１０条第１項にいう「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」）

まち・ひと・しごと創生（※）は、「八王子未来デザイン２０４０」における「みんなで目指す２０４０年の姿」の実現と方向性を同じくするものである

ことから、その内容を重点的・分野横断的に取り組む「重点テーマ・取組方針」に反映するとともに、具体的な事務事業などを示す「経営計画」によって一元的

に進行管理することで、地方創生に資する施策の効果・効率的な展開と更なる推進力強化をはかることができます。

このため、「八王子未来デザイン２０４０」は、「市町村まち・ひと・しごと創生総合戦略」に位置付け、新たな基本構想・基本計画として一体的に策定

しました。また、「八王子未来デザイン２０４０」における数値目標や重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、同戦略においても同様の位置付けとしています。

（※）まち・ひと・しごと創生とは、「我が国における急速な少子高齢化の進展に的確に対応し、人口の減少に歯止めをかけるとともに、東京圏への人口の

過度の集中を是正し、それぞれの地域で住みよい環境を確保して、将来にわたって活力ある日本社会を維持していくためには、国民の一人一人が夢や

希望を持ち、潤いある豊かな生活を安心して営むことができる地域社会の形成、地域社会を担う個性豊かで多様な人材の確保及び地域における魅力ある

多様な就業の機会の創出を一体的に推進すること」とされています。

大規模自然災害等に備え、いかなる災害等が発生しても、安全・安心して暮らせる「強さ」と「しなやかさ」を持った地域の実現に向けて、本市における

国土強靭化に関する施策を総合的かつ計画的に実施するための計画

「強くしなやかな国民生活の実現を図るための防災・減災等に資する国土強靱化基本法」（平成２５年法律第９５号）第１３条にいう「市町村の区域における

国土強靱化に関する施策の推進に関する基本的な計画（国土強靭化地域計画）」は、「八王子未来デザイン２０４０」と整合・調和をはかったうえで、別途同時

に策定しています。
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ＳＤＧｓ
*
との関係性

ＳＤＧｓ（Sustainable Development Goals：持続可能な開発目標）とは、平成２７年（２０１５年）９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための

２０３０アジェンダ」で示された１７ゴールと１６９ターゲットです。発展途上国向けの開発目標である「ＭＤＧｓ（ミレミアム開発目標）」の後継として採択され、

発展途上国のみならず、先進国を含む国際社会全体の開発目標です。地球上の「誰一人として取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範囲な

課題に対する総合的な取組が示されています。

本市のまちづくりの基本理念「人とひと、人と自然が響き合い、みんなで幸せを紡ぐまち八王子」に基づき定めた６つの都市像（私たちが目指すまち）は、ＳＤＧｓ

の理念と方向性が一致しています。本市は、基本計画を推進することで、引き続きＳＤＧｓの達成に貢献していきます。

各施策とＳＤＧｓの各ゴールとの関係性は、次ページで示しています。
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ＳＤＧｓ*の概要

01 つながりから育む地域主体のまちづくり ● ●

02 豊かな地域社会を築く市民と行政の協働 ●

03 市民と行政の相互理解を深める情報収集･発信 ● ●

04 市民満足度を高めるサービスの提供 ● ●

05 自立都市に向けた機能充実 ● ● ● ● ●

06 持続可能な行財政運営 ● ● ● ●

07 一人ひとりが尊重される地域社会の構築 ● ● ● ● ● ● ● ●

08 一人ひとりの暮らしに寄り添う相談・支援の充実 ● ● ● ● ● ● ●

09 地域共生社会の実現に向けた基盤づくり ● ● ● ● ●

10 誰もが安心して暮らすための地域福祉の推進 ● ● ● ● ● ●

11 こころと身体の健康を支える地域保健の推進 ● ● ● ●

12 安心につながる医療体制の充実 ●

あらゆる場所あらゆる形態の

貧困を終わらせる

ジェンダー平等を達成し、

すべての女性及び女児の

エンパワーメントを行う

すべての人に包摂的かつ公正

な質の高い教育を確保し、

生涯学習の機会を促進する

あらゆる年齢のすべての人々

の健康的な生活を確保し、

福祉を促進する

飢餓を終わらせ、食料安全保障

及び栄養の改善を実現し、持続

可能な農業を促進する

すべての人々の水と衛生の利用

可能性と持続可能な管理を確保

する

強靭（レジリエント）なインフラ構築、包摂的

かつ持続可能な産業化の促進及びイノベー

ションの推進を図る

包摂的かつ持続可能な経済成長及びすべての

人々の完全かつ生産的な雇用と働きがいのある

人間らしい雇用（ディーセント・ワーク）を促進する

すべての人々の、安価かつ信頼できる持続

可能な近代的なエネルギーへのアクセスを

確保する

国内及び各国家間の不平等を

是正する

気候変動及びその影響を軽減するための緊急

対策を講じる
持続可能な消費生産形態を確保する包摂的で安全かつ強靭（レジリエント）で

持続可能な都市及び人間居住を実現する

持続可能な開発のために、

海洋・海洋資源を保全し、

持続可能な形で利用する

持続可能な開発のための実施手段を強化し、

グローバル・パートナーシップを活性化する

持続可能な開発のための平和で包摂的な社会を促進し、

すべての人々に司法へのアクセスを提供し、あらゆるレベル

において効果的で説明責任のある包摂的な制度を構築する

陸域生態系の保護、回復、持続可能な利用の推進、

持続可能な森林の経営、砂漠化への対処ならびに土地の

劣化の阻止・回復及び生物多様性の損失を阻止する

施策
番号

施策名
施策に基づく取組が達成に貢献するＳＤＧｓのゴール

出典：外務省「パンフレット『持続可能な開発目標（SDGs）と日本の取組』」
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13 全ての子ども・若者が健やかに育つ環境の充実 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

14 子どもを育む家庭への支援 ● ● ● ● ● ● ● ●

15 生きる力を育む学校教育の推進 ● ● ● ●

16 地域とともにある学校づくり ● ● ●

17 子どもの学びを支える教育環境の充実 ● ● ● ●

18 学びの循環を生み出す生涯学習の推進 ● ●

19 健康と活力を育むスポーツ・レクリエーションの充実 ● ●

20 豊かな心とつながりを育む文化振興 ● ●

21 市民が誇れる歴史と伝統文化の継承・活用 ● ● ●

22 魅力ある持続可能なまちづくり ● ● ●

23 人と自然にやさしいまちづくり ● ● ● ● ● ● ● ● ●

24 強さとしなやかさを持ったまちづくり ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

25 安全で安心な暮らしを守る体制・対策の強化 ● ● ● ● ●

26 安全で円滑な交通環境の構築 ● ● ●

27 快適に移動できる公共交通基盤の形成 ● ● ●

28 八王子を支える地域産業の基盤強化 ● ● ●

29 人材が活躍できる働く環境の整備 ● ● ● ●

30 地域活性化に向けた産業イノベーションの創出 ● ● ●

31 にぎわいを創出する産業の振興 ● ● ● ● ● ● ● ●

32 農林業と都市の共生 ● ● ● ●

33 環境を守り育む人づくり ● ● ● ● ● ● ●

34 オール八王子で取り組む脱炭素に向けたまちづくり ● ● ● ● ●

35 地球にやさしい循環型社会の形成 ● ● ● ● ●

36 未来に潤いをもたらすみどりと生物多様性の保全 ● ● ● ● ● ●

37 安全で良好な生活環境の確保 ● ● ● ● ● ● ● ●

施策
番号

施策名
施策に基づく取組が達成に貢献するＳＤＧｓのゴール
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目標設定一覧

重点
テーマ

取組方針
数値目標

（２０３０年度）
取組（細施策）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

現状値
目標値

（２０３０年度）
貢献する
数値目標

⑴

未
来
の
主
役
づ
く
り

ア 地域全体
で子育てを支
えるとともに、
切れ目のない
質の高い教育
を通して、未
来を担う子ど
もの「生きる
力」を育みま
す。

① 現在、夢や目標
を持っている児童・
生徒の割合

小学生 ８６.７％
（２０２２年度）

→ １００％
中学生 ７８.７％
（２０２２年度）

→ １００％

② 安心して子育て
ができるまちと感じ
ている市民の割合

５５.９％
（２０２２年度）

→ ７０％

③ １年以内に子ど
もやその保護者とと
もに行う活動に参加
した市民の割合

２４.５％
（２０２２年度）

→ ４０％

01-3 みんなの居場所づくり
居場所があると感じている市民の
割合

５９.８％
（２０２２年度）

７５％ ③

07-3 男女共同参画の推進
仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）を実現している市
民の割合

４３.５％
（２０２２年度）

５０％ ②

08-1 暮らしの相談・支援の充実
生活保護家庭における中学校卒業
者の進学率

９６.６％
（２０２１年度）

現状以上 ①

10-1 地域で安心して暮らすための
支援の充実

障害者に対して理解や配慮をして
いる市民の割合

６８.１％
（２０２２年度）

８０％ ①

10-1 地域で安心して暮らすための
支援の充実

療育支援の延利用者数
５２６人

（２０２１年度）
１,２００人 ①

11-3 母子保健の充実
子育てを支える環境が整っている
と感じている子育て世帯の割合

５４.３％
（２０２２年度）

７０％ ②

13-1 子育ち環境の充実
子どもの意見表明の機会提供に関
する事業に関わった子どもの人数

５０人
（２０２１年度）

４００人 ①

13-1 子育ち環境の充実
子育てを支える環境が整っている
と感じている子育て世帯の割合

５４.３％
（２０２２年度）

７０％ ②

13-2 子ども・若者の居場所づくり
地域に居場所があると感じている
子ども・若者の割合

子ども ８８.５％
若 者 ６４.７％
（２０２２年度）

子ども ９０％
若 者 ７５％

①

13-2 子ども・若者の居場所づくり
相談できる大人が１人以上いると
回答した児童・生徒の割合

小学生 ９８.３％
中学生 ９６.８％
（２０２１年度）

小学生 １００％
中学生 １００％

①

13-2 子ども・若者の居場所づくり
子どもたちが地域の人に見守られ
ながら成長していると感じている
市民の割合

４４.７％
（２０２２年度）

６０％ ②

13-3 誰一人として取り残さない支援
相談できる大人が１人以上いると
回答した児童・生徒の割合

小学生 ９８.３％
中学生 ９６.８％
（２０２１年度）

小学生 １００％
中学生 １００％

①

13-3 誰一人として取り残さない支援
子育てを支える環境が整っている
と感じている子育て世帯の割合

５４.３％
（２０２２年度）

７０％ ②

14-1 子育て環境の充実
子育てを支える環境が整っている
と感じている子育て世帯の割合

５４.３％
（２０２２年度）

７０％ ②

14-1 子育て環境の充実
いつでも相談できる人・場がある
子育て世帯の割合

７８.７％
（２０２２年度）

８５％ ②

14-1 子育て環境の充実
子どもたちが地域の人に見守られ
ながら成長していると感じている
市民の割合

４４.７％
（２０２２年度）

６０％ ②

15-1 確かな学力を育む教育の推進習得目標問題の定着率 - ％
小学生 １００％
中学生 １００％

①

15-2 豊かな心と健やかな体を育む
教育の推進

主体的に学習や授業に臨んでいる
児童・生徒の割合

小学生 ８１.８％
中学生 ７９.１％
（２０２２年度）

小学生 １００％
中学生 １００％

①

15-2 豊かな心と健やかな体を育む
教育の推進

朝食を毎日食べている児童・生徒
の割合

小学生 ８５.０％
中学生 ８２.９％
（２０２１年度）

小学生 １００％
中学生 １００％

①
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重点
テーマ

取組方針
数値目標

（２０３０年度）
取組（細施策）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

現状値
目標値

（２０３０年度）
貢献する
数値目標

⑴

未
来
の
主
役
づ
く
り

ア 地域全体
で子育てを支
えるとともに、
切れ目のない
質の高い教育
を通して、未
来を担う子ど
もの「生きる
力」を育みま
す。

① 現在、夢や目標
を持っている児童・
生徒の割合

② 安心して子育て
ができるまちと感じ
ている市民の割合

③ １年以内に子ど
もやその保護者とと
もに行う活動に参加
した市民の割合

15-3 児童・生徒に応じた支援の充実
自分という存在を大切に思ってい
る児童・生徒の割合

小学４年生 ８６.０％
中学１年生 ８１.３％

（２０２１年度）

小学５年生 １００％
中学１年生 １００％

①

15-3 児童・生徒に応じた支援の充実
相談できる大人が１人以上いると
回答した児童・生徒の割合

小学生 ９８.３％
中学生 ９６.８％
（２０２１年度）

小学生 １００％
中学生 １００％

①

16-1 家庭・地域の力を活かした
教育の充実

学校と地域が連携して行う取組数
３８,１４９件

（２０２１年度）
６２,７００件 ③

16-1 家庭・地域の力を活かした
教育の充実

子どもたちが地域の人に見守られ
ながら成長していると感じている
市民の割合

４４.７％
（２０２２年度）

６０％ ②

17-1 教育環境の整備・充実
自分という存在を大切に思ってい
る児童・生徒の割合

小学４年生 ８６.０％
中学１年生 ８１.３％

（２０２１年度）

小学５年生 １００％
中学１年生 １００％

①

17-1 教育環境の整備・充実 市が支援している多子世帯の割合 - ％ １００％ ①

18-3 学びと実践の循環づくり
生涯学習活動の成果を地域活動に
活かしている市民の割合

６.３％
（２０２２年度）

４０％ ①

19-1 スポーツ・レクリエーション
の振興

週１回以上運動している市民の割
合

６５.９％
（２０２２年度）

７５％ ①

29-1 多様な働き方の推進
仕事と生活の調和（ワーク・ライ
フ・バランス）を実現している市
民の割合

４３.５％
（２０２２年度）

５０％ ②

イ 多様な学
びの機会を創
出し、誰もが
働きやすく、
社会参加でき
る環境を整え
ることで、一
人 ひ と り の
「 自 己 実 現
力」を育みま
す。

① 誰もが学び、学
んだことを活かせる
環境が整っているま
ちと感じている市民
の割合

４０.０％
（２０２２年度）

→ ６０％

② 誰もが活躍でき
る環境が整っている
まちと感じている市
民の割合

３０.０％
（２０２２年度）

→ ５０％

02-2 学園都市づくりの推進
大学等や学生がまちづくりにかか
わっていると実感している市民の
割合

２４.５％
（２０２２年度）

５０％ ①

07-3 男女共同参画の推進

社会全体で性別による固定的な役
割分担意識に基づく制度又は慣行
がなくなり、一人ひとりの個性や
能力を発揮することができている
と感じている市民の割合

３３.８％
（２０２２年度）

５０％ ②

08-1 暮らしの相談・支援の充実 就労支援による就労決定率
４２.３％

（２０２１年度）
６４％ ②

08-4 外国人市民への支援
外国人と交流したいと思う市民の
割合

５２.７％
（２０２２年度）

６５％ ②

09-1 地域で支えあえるつながり
づくり

福祉就労から一般就労への移行者
数

１５９人
（２０２１年度）

２７３人 ②

10-1 地域で安心して暮らすための
支援の充実

６５歳健康寿命＊
男：８３.７９歳
女：８６.６６歳
（２０２０年）

延伸 ②

10-1 地域で安心して暮らすための
支援の充実

障害者に対して理解や配慮をして
いる市民の割合

６８.１％
（２０２２年度）

８０％ ②

10-1 地域で安心して暮らすための
支援の充実

介護人材の不足を感じている事業
者の割合

６４.３％
（２０１９年度）

現状以下 ②

※下線を引いた重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、数値を下げることが望ましい指標です。
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重点
テーマ

取組方針
数値目標

（２０３０年度）
取組（細施策）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

現状値
目標値

（２０３０年度）
貢献する
数値目標

⑴

未
来
の
主
役
づ
く
り

イ 多様な学
びの機会を創
出し、誰もが
働きやすく、
社会参加でき
る環境を整え
ることで、一
人 ひ と り の
「 自 己 実 現
力」を育みま
す。

① 誰もが学び、学
んだことを活かせる
環境が整っているま
ちと感じている市民
の割合

② 誰もが活躍でき
る環境が整っている
まちと感じている市
民の割合

18-1 学びの環境づくり
生涯学習活動をしている市民の割
合

５５.０％
（２０２２年度）

８０％ ① ②

18-2 リカレント教育＊の充実
生涯学習活動をしている市民の割
合

５５.０％
（２０２２年度）

８０％ ① ②

19-1 スポーツ・レクリエーション
の振興

週１回以上運動している市民の割
合

６５.９％
（２０２２年度）

７５％ ②

29-2 働く機会の創出 昼夜間人口比率＊ ９９.１％
（２０２０年）

１００％ ②

29-3 産業人材の育成
生涯学習活動をしている市民の割
合

５５.０％
（２０２２年度）

８０％ ① ②

32-1 農業の振興 延べ協力農業者応募数 - 農家 １６農家（累計） ②

ウ 日常生活
の中で健康に
なれる環境と
地域医療体制
を整備すると
ともに、セル
フケア能力を
高める支援を
通して、一人
ひとりの健康
を育みます。

① 健康のために
「こころと身体にい
いこと」をしている
市民の割合

８９.４％
（２０２２年度）

→ ９５％

② 安心して医療を
受けられるまちと感
じている市民の割合

６９.２％
（２０２２年度）

→ ８５％

③ 居心地が良くあ
るきたくなるまちと
感じている市民の割
合

５９.６％
（２０２２年度）

→ ７５％

08-2 社会保障制度の適正運用
健康の維持・増進を心掛けている
市民の割合（各種定期健診（検
診）の受診）

４９.０％
（２０２２年度）

６０％ ①

10-1 地域で安心して暮らすための
支援の充実

６５歳健康寿命＊
男：８３.７９歳
女：８６.６６歳
（２０２０年）

延伸 ①

10-1 地域で安心して暮らすための
支援の充実

社会参加をしている高齢者の割合
６７.０％

（２０２０年度）
７５％ ①

11-1 健康づくりの推進
地域の人と交流したり、地域の活
動に参加したりすることで、充実
感や生きがいを感じる市民の割合

３２.０％
（２０２２年度）

４０％ ①

11-1 健康づくりの推進
１年間のうちに転んだことがある
後期高齢者の割合

１６.９％
（２０２１年度）

１５％ ①

11-1 健康づくりの推進
健康の維持・増進を心掛けている
市民の割合（食事などの栄養バラ
ンス）

５７.１％
（２０２２年度）

７０％ ①

11-1 健康づくりの推進
健康の維持・増進を心掛けている
市民の割合（各種定期健診（検
診）の受診）

４９.０％
（２０２２年度）

６０％ ①

11-1 健康づくりの推進
健康の維持・増進を心掛けている
市民の割合（適度な運動）

６１.７％
（２０２２年度）

７０％ ①

11-2 保健衛生の充実
市民の自殺死亡率（人口１０万人
当たりの自殺者数）

１６.２
（２０２０年度）

１１.２ ②

※下線を引いた重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、数値を下げることが望ましい指標です。
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重点
テーマ

取組方針
数値目標

（２０３０年度）
取組（細施策）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

現状値
目標値

（２０３０年度）
貢献する
数値目標

⑴

未
来
の
主
役
づ
く
り

ウ 日常生活
の中で健康に
なれる環境と
地域医療体制
を整備すると
ともに、セル
フケア能力を
高める支援を
通して、一人
ひとりの健康
を育みます。

① 健康のために
「こころと身体にい
いこと」をしている
市民の割合

② 安心して医療を
受けられるまちと感
じている市民の割合

③ 居心地が良くあ
るきたくなるまちと
感じている市民の割
合

12-1 地域医療連携体制の強化
中核病院新規外来患者数における
紹介率

８１.０％
（２０２１年度）

８３％ ① ②

12-1 地域医療連携体制の強化 看護専門学校卒業生の市内就職率
８４.２％

（２０２１年度）
７０％以上 ②

19-1 スポーツ・レクリエーション
の振興

週１回以上運動している市民の割
合

６５.９％
（２０２２年度）

７５％ ① ③

19-2 スポーツ・レクリエーション
環境の整備と確保

週１回以上運動している市民の割
合

６５.９％
（２０２２年度）

７５％ ① ③

22-1 計画的なまちづくり
八王子市を「居心地の良い場所」
「訪れて楽しい場所」と感じてい
る市民の割合

８２.１％
（２０２２年度）

９０％ ③

22-2 地域拠点の形成
八王子市を「居心地の良い場所」
「訪れて楽しい場所」と感じてい
る市民の割合

８２.１％
（２０２２年度）

９０％ ③

22-3 主要駅周辺の拠点・回遊空間
の形成

八王子市を「居心地の良い場所」
「訪れて楽しい場所」と感じてい
る市民の割合

８２.１％
（２０２２年度）

９０％ ③

22-4 都市景観の形成 八王子の景観への市民評価度
５３.１％

（２０２２年度）
６０％ ③

26-1 交通結節点の整備
八王子市を「居心地の良い場所」
「訪れて楽しい場所」と感じてい
る市民の割合

８２.１％
（２０２２年度）

９０％ ③

27-1 地域公共交通の確保 公共交通の利便性の満足度
６４.５％

（２０２２年度）
７５％ ③

27-2 多様な移動手段の確保 新たな交通手段の実証実験件数
１件

（２０２２年度）
１件 ②

31-1 中心市街地の活性化の推進
中心市街地を「居心地の良い場
所」「訪れて楽しい場所」と感じ
ている市民の割合

６２.２％
（２０２１年度）

８０％ ③
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重点
テーマ

取組方針
数値目標

（２０３０年度）
取組（細施策）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

現状値
目標値

（２０３０年度）
貢献する
数値目標

⑵

未
来
へ
の
つ
な
が
り
づ
く
り

ア 多様かつ
複合化した地
域課題の解決
に向け、市民
力・地域力を
もとにして、
地域が主体的
に支えあえる
「 地 域 づ く
り」を推進し
ます。

① 地域に人とひと
とのつながりがある
まちと感じている市
民の割合

２８.４％
（２０２２年度）

→ ６０％

② 身近な場所に困
りごとを相談できる
人がいる市民の割合

６７.２％
（２０２２年度）

→ ８５％

01-1 地域づくりの推進
地域づくり推進会議を設置してい
る中学校区数

４校区
（２０２２年度）

全３７校区 ① ②

01-2 地域コミュニティ活動の促進
地域コミュニティ活動に参加して
いる市民の割合

２２.４％
（２０２２年度）

４０％ ① ②

01-3 みんなの居場所づくり
居場所があると感じている市民の
割合

５９.８％
（２０２２年度）

７５％ ① ②

02-1 協働・共創の推進
地域コミュニティ活動に参加して
いる市民の割合

２２.４％
（２０２２年度）

４０％ ① ②

05-2 シティプロモーションの推進はちてく指数＊ ３６.５ポイント
（２０２２年度）

４０ポイント ① ②

08-1 暮らしの相談・支援の充実 継続して支援している件数
９０７件

（２０２２年度）
２,０２０件 ① ②

08-1 暮らしの相談・支援の充実 はちまるサポートの認知度
１１.４％

（２０２２年度）
５０％ ① ②

08-4 外国人市民への支援
外国人と交流したいと思う市民の
割合

５２.７％
（２０２２年度）

６５％ ① ②

09-1 地域で支えあえるつながり
づくり

はちまるサポートの認知度
１１.４％

（２０２２年度）
５０％ ① ②

09-2 地域人材の育成・支援 民生委員・児童委員の充足率
９４.１％

（２０２２年度）
１００％ ① ②

10-1 地域で安心して暮らすための
支援の充実

認知症になっても在宅生活を続け
たいと思う人の割合

５４.７％
（２０２０年度）

６０％ ① ②

10-1 地域で安心して暮らすための
支援の充実

障害福祉サービス等利用計画のセ
ルフプランの策定率

５３.１％
（２０２１年度）

４０％ ②

10-1 地域で安心して暮らすための
支援の充実

障害児支援利用計画のセルフプラ
ンの策定率

８２.０％
（２０２１年度）

７５％ ②

10-1 地域で安心して暮らすための
支援の充実

高齢者における「高齢者あんしん
相談センター（地域包括支援セン
ター）」認知度

５０.４％
（２０２２年度）

８０％ ① ②

13-2 子ども・若者の居場所づくり
子ども食堂や学習支援団体など、
八王子市地域子ども支援事業の登
録団体がある中学校区数

２０校区
（２０２１年度）

全３７校区 ① ②

14-1 子育て環境の充実
いつでも相談できる人・場がある
子育て世帯の割合

７８.７％
（２０２２年度）

８５％ ① ②

※下線を引いた重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、数値を下げることが望ましい指標です。
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重点
テーマ

取組方針
数値目標

（２０３０年度）
取組（細施策）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

現状値
目標値

（２０３０年度）
貢献する
数値目標

⑵

未
来
へ
の
つ
な
が
り
づ
く
り

ア 多様かつ
複合化した地
域課題の解決
に向け、市民
力・地域力を
もとにして、
地域が主体的
に支えあえる
「 地 域 づ く
り」を推進し
ます。

① 地域に人とひと
とのつながりがある
まちと感じている市
民の割合

② 身近な場所に困
りごとを相談できる
人がいる市民の割合

16-1 家庭・地域の力を活かした
教育の充実

学校と地域が連携して行う取組数
３８,１４９件

（２０２１年度）
６２,７００件 ① ②

16-2 学校を核とした地域力の向上学校と地域が連携して行う取組数
３８,１４９件

（２０２１年度）
６２,７００件 ① ②

18-1 学びの環境づくり
生涯学習活動の成果を地域活動に
活かしている市民の割合

６.３％
（２０２２年度）

４０％ ① ②

18-3 学びと実践の循環づくり
生涯学習活動の成果を地域活動に
活かしている市民の割合

６.３％
（２０２２年度）

４０％ ① ②

22-1 計画的なまちづくり
八王子市を「居心地の良い場所」
「訪れて楽しい場所」と感じてい
る市民の割合

８２.１％
（２０２２年度）

９０％ ① ②

22-2 地域拠点の形成 地区まちづくり協議会等の数
３協議会

（２０２２年度）
６協議会等 ① ②

23-3 住宅・住環境の整備 市内空き家率
１２.２％

（２０１８年度）
現状以下 ① ②

24-4 復旧・復興体制の整備 災害に備えている市民の割合

食料の備蓄※ ４４.４％
飲料水の備蓄※ ４５.１％
避難場所共有 ５８.６％
安否確認共有 ５０.６％

（２０２２年度）

食料の備蓄※ ７０％
飲料水の備蓄※ ７０％
避難場所共有 ７０％
安否確認共有 ７０％

※ ３日間以上の備蓄

① ②

27-2 多様な移動手段の確保 新たな交通手段の実証実験件数
１件

（２０２２年度）
１件 ①

30-5 地域・社会課題解決型ビジネス
の創出

ソーシャルビジネス・コミュニ
ティビジネス＊相談件数

- 件 ３０件 ① ②

32-1 農業の振興 地域ぐるみ獣害対策取組地域数
３地域

（２０２２年度）
５地域 ① ②

36-1 みどりの保全・活用
自然とふれあう機会がある市民の
割合

６８.２％
（２０２２年度）

７５％ ①

※下線を引いた重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、数値を下げることが望ましい指標です。
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重点
テーマ

取組方針
数値目標

（２０３０年度）
取組（細施策）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

現状値
目標値

（２０３０年度）
貢献する
数値目標

⑵

未
来
へ
の
つ
な
が
り
づ
く
り

イ 日本遺産
をきっかけと
して、桑都文
化を磨き上げ、
地域活動や地
域の産業・経
済の活性化を
はかるほか、
豊富な資源を
活用した地域
主体の観光ま
ちづくりを推
進します。

① 日本遺産や歴史
文化など地域資源を
活用した地域主体の
活動に参加した市民
の割合

１２.７％
（２０２２年度）

→３５％

② 自分のまちの魅
力を、家族・友人・
知人におすすめした
いと思う市民の程度
（推奨意欲スコア）

４８.２ポイント
（２０２２年度）
→ ５５ポイント

③ 観光客数

５０８万人
（２０２１年）

→ １,０００万人

01-2 地域コミュニティ活動の促進
地域コミュニティ活動に参加して
いる市民の割合

２２.４％
（２０２２年度）

４０％ ① ②

20-2 文化芸術の振興
八王子の文化芸術にふれる機会が
ある市民の割合

１５.３％
（２０２２年度）

３５％ ① ②

21-2 歴史文化・日本遺産の魅力発信
１年間のうちに伝統行事に参加し
たことのある市民の割合

２２.３％
（２０２２年度）

５０％ ① ② ③

22-4 都市景観の形成 八王子の景観への市民評価度
５３.１％

（２０２２年度）
６０％ ① ② ③

31-3 観光地域づくりの推進 観光ポータルサイトアクセス数
４９,８８９件

（２０２１年度）
１００,０００件 ① ② ③

31-4 ＭＩＣＥ＊誘致の強化 ＭＩＣＥ開催による経済波及効果
１,９３０万円

（２０２１年度）
１４億円 ① ② ③

ウ 豊かな産
業資源の優位
性や学園都市
としての知の
集積を活かし、
産学官民連携
で革新的なイ
ノベーション
による価値創
造を目指しま
す。

① イノベーション
実現企業率

３０.２％
（２０１９～
２０２１年）
→４０％

② 付加価値額

１,０８０,４２５百万円
（２０１６年）
→ 現状以上

02-2 学園都市づくりの推進
産産・産学連携による共同研究開
発数

- 件 １０９件（累計） ① ②

18-1 学びの環境づくり
産産・産学連携による共同研究開
発数

- 件 １０９件（累計） ① ②

29-3 産業人材の育成 昼夜間人口比率＊ ９９.１％
（２０２０年）

１００％ ① ②

29-3 産業人材の育成
生涯学習活動をしている市民の割
合

５５.０％
（２０２２年度）

８０％ ① ②

30-1 共創による新たなビジネスの
創出

公民共創プロジェクト組成件数 - 件 ３８件（累計） ① ②

30-2 イノベーション拠点の形成
産産・産学連携による共同研究開
発数

- 件 １０９件（累計） ① ②

31-4 ＭＩＣＥ誘致の強化 ＭＩＣＥ開催による経済波及効果
１,９３０万円

（２０２１年度）
１４億円 ① ②



69

重点
テーマ

取組方針
数値目標

（２０３０年度）
取組（細施策）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

現状値
目標値

（２０３０年度）
貢献する
数値目標

⑶

未
来
に
続
く
都
市
づ
く
り

ア 自助・互
助・共助・公
助の連携強化
をはかるとと
もに、自然や
先端技術を活
用し、災害の
脅威から市民
の命を守る強
靭なまちづく
りを推進しま
す。

① 災害に強いまち
と感じている市民の
割合

３７.５％
（２０２２年度）

→６５％

② 地域に人とひと
とのつながりがある
まちと感じている市
民の割合【再掲】

２８.４％
（２０２２年度）

→ ６０％

11-4 健康危機管理体制の強化
健康危機管理に関する研修を受講
した職員の割合

- ％ １００％ ①

15-2 豊かな心と健やかな体を育む
教育の推進

災害に備えている市民の割合

食料の備蓄※ ４４.４％
飲料水の備蓄※ ４５.１％
避難場所共有 ５８.６％
安否確認共有 ５０.６％

（２０２２年度）

食料の備蓄※ ７０％
飲料水の備蓄※ ７０％
避難場所共有 ７０％
安否確認共有 ７０％

※ ３日間以上の備蓄

① ②

16-2 学校を核とした地域力の向上
地域と連携して防災訓練を行う学
校数

３７校
（２０２１年度）

全１０７校 ① ②

24-1 防災・減災機能の強化
下水道区域の雨水流出抑制目標対
策割合

４３.２％
（２０２１年度）

６６％ ①

24-1 防災・減災機能の強化
規制区域に含まれる保全対象の割
合

- ％ １００％ ①

24-1 防災・減災機能の強化

大規模盛土造成地５２５箇所（第
一次スクリーニング結果）に対す
る安全対策の実施の有無を判定す
る調査の進捗率

- ％ ９０％ ①

24-1 防災・減災機能の強化
特定緊急輸送道路沿道の建築物の
耐震化率

９３.３％
（２０２１年度）

１００％ ①

24-2 災害予防・対策の強化
地区防災計画を策定している組
織・団体などがある中学校区の割
合

７.９％
（２０２１年度）

５０％ ① ②

24-2 災害予防・対策の強化 災害に備えている市民の割合

食料の備蓄※ ４４.４％
飲料水の備蓄※ ４５.１％
避難場所共有 ５８.６％
安否確認共有 ５０.６％

（２０２２年度）

食料の備蓄※ ７０％
飲料水の備蓄※ ７０％
避難場所共有 ７０％
安否確認共有 ７０％

※ ３日間以上の備蓄

① ②

24-2 災害予防・対策の強化
１年間のうちに地域の防災訓練に
参加したことがある市民の割合

１１.９％
（２０２２年度）

３５％ ① ②

24-2 災害予防・対策の強化 ドローンを活用した事業数 - 事業 前年度以上 ①

24-2 災害予防・対策の強化 消防団員の団員充足率
７４.２％

（２０２１年度）
１００％ ①

24-3 災害情報収集・伝達の強化
複数の手法で防災情報を入手でき
る市民の割合

７５.２％
（２０２２年度）

８５％ ①

24-4 復旧・復興体制の整備 災害に備えている市民の割合

食料の備蓄※ ４４.４％
飲料水の備蓄※ ４５.１％
避難場所共有 ５８.６％
安否確認共有 ５０.６％

（２０２２年度）

食料の備蓄※ ７０％
飲料水の備蓄※ ７０％
避難場所共有 ７０％
安否確認共有 ７０％

※ ３日間以上の備蓄

① ②

32-2 林業の再興 民有林の間伐面積
７８.９ｈａ

（２０２１年度）
９１.４ｈａ ①

36-1 みどりの保全・活用 保全の対象としたみどりの面積
１,０９２.１ｈａ
（２０２１年度）

１,１５０.０ｈａ ①
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重点
テーマ

取組方針
数値目標

（２０３０年度）
取組（細施策）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

現状値
目標値

（２０３０年度）
貢献する
数値目標

⑶

未
来
に
続
く
都
市
づ
く
り

イ にぎわい
と活力を生み
出すため、新
産業分野の事
業創出や既存
産業への支援
を行うほか、
公共交通の充
実 と と も に
ウォーカブル＊

なまちづくり
を推進します。

① 付加価値額
【再掲】

１,０８０,４２５百万円
（２０１６年）
→ 現状以上

② 創業比率

５.２％
（２０１４～
２０１６年）
→ １０％

③ 「交通の便」満
足度

４９.５％
（２０２２年度）

→ ５５％

④ 居心地が良くあ
るきたくなるまちと
感じている市民の割
合【再掲】

５９.６％
（２０２２年度）

→ ７５％

13-2 子ども・若者の居場所づくり
地域に居場所があると感じている
子ども・若者の割合

子ども ８８.５％
若 者 ６４.７％
（２０２２年度）

子ども ９０％
若 者 ７５％

④

14-1 子育て環境の充実
子育てを支える環境が整っている
と感じている子育て世帯の割合

５４.３％
（２０２２年度）

７０％ ④

22-1 計画的なまちづくり
八王子市を「居心地の良い場所」
「訪れて楽しい場所」と感じてい
る市民の割合

８２.１％
（２０２２年度）

９０％ ④

22-2 地域拠点の形成
八王子市を「居心地の良い場所」
「訪れて楽しい場所」と感じてい
る市民の割合

８２.１％
（２０２２年度）

９０％ ④

22-3 主要駅周辺の拠点・回遊空間
の形成

八王子市を「居心地の良い場所」
「訪れて楽しい場所」と感じてい
る市民の割合

８２.１％
（２０２２年度）

９０％ ④

22-4 都市景観の形成 八王子の景観への市民評価度
５３.１％

（２０２２年度）
６０％ ④

26-1 交通結節点の整備 公共交通の利便性の満足度
６４.５％

（２０２２年度）
７５％ ③ ④

26-1 交通結節点の整備
八王子市を「居心地の良い場所」
「訪れて楽しい場所」と感じてい
る市民の割合

８２.１％
（２０２２年度）

９０％ ④

26-2 道路交通網の整備
市内の道路が渋滞なく利用できる
と感じている市民の割合

２５.７％
（２０２２年度）

４５％ ③

27-1 地域公共交通の確保 公共交通の利便性の満足度
６４.５％

（２０２２年度）
７５％ ③ ④

27-2 多様な移動手段の確保 新たな交通手段の実証実験件数
１件

（２０２２年度）
１件 ③

27-2 多様な移動手段の確保 公共交通の利便性の満足度
６４.５％

（２０２２年度）
７５％ ③ ④

28-1 中小企業の経営力強化
事業従事者1人当たりの付加価値
額（労働生産性）

５３０万円
（２０１６年度）

現状以上 ①

30-2 イノベーション拠点の形成
産産・産学連携による共同研究開
発数

- 件 １０９件（累計） ①

30-3 企業立地の促進
企業立地支援条例に基づく指定企
業数

１５８件（累計）
（２０２１年度）

２６５件（累計） ① ② ④

30-4 成長産業の創出
創業支援等事業による支援を受け
た創業者数

３７人
（２０２１年度）

１０３人 ① ②

31-1 中心市街地の活性化の推進
中心市街地を「居心地の良い場
所」「訪れて楽しい場所」と感じ
ている市民の割合

６２.２％
（２０２１年度）

８０％ ④
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重点
テーマ

取組方針
数値目標

（２０３０年度）
取組（細施策）

重要業績評価指標
（ＫＰＩ）

現状値
目標値

（２０３０年度）
貢献する
数値目標

⑶

未
来
に
続
く
都
市
づ
く
り

ウ 自然環境
と都市機能が
調和した都市
の実現に向け、
再生可能エネ
ルギーの導入
推進・普及な
ど持続力を生
み出す取組を
推進します。

① 生物多様性＊や
豊かな生活環境の保
全のために行動した
市民の割合

７９.４％
（２０２２年度）

→ ８５％

② 温室効果ガス削
減割合（２０１３年
度比）

１２.３％
（２０１９年度）

→ ４６％

15-2 豊かな心と健やかな体を育む
教育の推進

給食への八王子産野菜の使用率
３０.２％

（２０２１年度）
３０％以上 ① ②

22-1 計画的なまちづくり 居住誘導区域の人口密度
７５.５人／ｈａ
（２０２１年度）

７４.０人／ｈａ以上 ②

23-2 都市緑化の推進 生産緑地面積
約２１８.４８ｈａ
（２０２２年度）

１７２.３８ｈａ ① ②

23-3 住宅・住環境の整備
日常生活において常に地球環境に
配慮して暮らしている市民の割合

５３.９％
（２０２２年度）

７０％ ① ②

27-2 多様な移動手段の確保 新たな交通手段の実証実験件数
１件

（２０２２年度）
１件 ②

32-1 農業の振興 耕地面積
７２０ｈａ

（２０２１年度）
６６４ｈａ ① ②

32-1 農業の振興 認定農業者数
１０６経営体

（２０２１年度）
現状維持 ① ②

32-2 林業の再興 民有林の間伐面積
７８.９ｈａ

（２０２１年度）
９１.４ｈａ ① ②

33-1 環境教育・環境学習の推進
自然とふれあう機会がある市民の
割合

６８.２％
（２０２２年度）

７５％ ① ②

34-1 ＣＯ２排出量の削減
日常生活において常に地球環境に
配慮して暮らしている市民の割合

５３.９％
（２０２２年度）

７０％ ① ②

34-2 再生可能エネルギーの普及促進
市内に設置された太陽光発電設備
の発電容量

５５ＭＷ
（２０２１年度）

１５９ＭＷ ① ②

35-1 ごみの発生抑制・資源化 １人１日当たりのごみの総排出量
７４８.２ｇ／人日
（２０２１年度）

７２０ｇ／人日 ① ②

35-2 廃棄物処理の最適化
し尿処理における関連団体等との
協議件数

- 件 ８件（累計） ②

36-1 みどりの保全・活用 保全の対象としたみどりの面積
１,０９２.１ｈａ
（２０２１年度）

１,１５０.０ｈａ ① ②

36-3 生物多様性の保全
「生物多様性」の周知度（言葉の
意味を知っている市民の割合）

３９.６％
（２０２２年度）

５０％ ① ②

※下線を引いた重要業績評価指標（ＫＰＩ）は、数値を下げることが望ましい指標です。
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策定の主な経過

■ 令和２年（２０２０年）９月

庁内プロジェクトチーム「八王子未来CAN-VAS※１」（構成員５３名）、「八王子地域PAL-ETTE※２」（構成員８０名）を設置

※１ 本計画策定に向けた庁内プロジェクトチーム

※２ 中学校区別ワークショップのファシリテーター等を行う庁内プロジェクトチーム

■ 令和２年（２０２０年）１０月１１日、１１月２９日

大学生ワークショップをオンラインで実施（６大学２１名）【写真等①】

■ 令和２年（２０２０年）１０月２５日、１１月８日

高校生ワークショップをオンラインで実施（８校１５名）【写真等②】

■ 令和２年（２０２０年）１１月２０日

Facebookページ「八王子市長期ビジョン」を開設

■ 令和２年（２０２０年）１２月～令和３年（２０２１年）７月

中学校区別ワークショップを実施※３（延べ参加者６５３名）【写真等③】

※３ 本計画策定のための市民意見の聴取に加え、「地域づくり」の機運を醸成することを目的に、

「地域づくり推進事業」と合同で実施

■ 令和２年（２０２０年）１２月２５日

「八王子基礎データ集～はちおうじを知り、未来を描く～」を作成【写真等④】

（本市の人口や財政、各行政分野の主要なデータ等を掲載）

■ 令和３年（２０２１年）１月１５～３１日

「長期ビジョン策定に向けた市民アンケート調査」を実施（回答者２,４１８名）

■ 令和３年（２０２１年）３月１～３１日

「長期ビジョン策定に向けたＷＥＢアンケート調査」を実施（回答者１,０３７名）

①

②

③
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■ 令和３年（２０２１年）６月２８日～７月２１日

「長期ビジョン策定に向けた小・中学生アンケート調査」を実施（回答者１５,０９９名）

■ 令和３年（２０２１年）９月～令和４年（２０２２年）１２月

市議会が「長期ビジョン特別委員会」を開催【写真等⑤】

委員会名簿は次ページに記載

■ 令和３年（２０２１年）９月～令和４年（２０２２年）３月

「(仮称)はちおうじ未来デザイン２０４０」懇談会を開催（参加者１６名）【写真等⑥】

懇談会名簿は次ページに記載

■ 令和４年（２０２２年）１月１５日～２月１４日

素案に対するパブリックコメントを実施（提出者６９名）

■ 令和４年（２０２２年）３月４日

市議会から「『（仮称）はちおうじ未来デザイン２０４０』への提言について」※４を受理

※４ 素案に対する「長期ビジョン特別委員会」からの意見が取りまとめられたもの

■ 令和４年（２０２２年）３月

「ＡＩ＊を活用した２０４０年の八王子市に関する政策研究 研究報告書」を公開

■ 令和４年（２０２２年） ９月１６日～１０月１６日

原案に対するパブリックコメントを実施（提出者３２名）

■ 令和４年（２０２２年）９月２６日～１０月１０日

「八王子未来デザイン２０４０の運用に関する市民アンケート調査」を実施（回答者２,１３４名）

④

⑤

⑥



◆ 長期ビジョン特別委員会 委員会名簿
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◆ 「（仮称）はちおうじ未来デザイン２０４０」懇談会 懇談会名簿

委員長 副委員長 委員

浜中 賢司 石井 宏和

久保井 博美 冨 永 純 子 木 田 彩
小 林 秀 司 川村 奈緒美 岩 田 祐 樹
西 本 和 也 森 喜 彦 鈴 木 基 司
鈴 木 玲 央 日下部 広志 相 澤 耕 太

選任区分 氏名 役職等（懇談会開催時点）

学識経験を有する者

新田目 夏実（座長） 拓殖大学教授

市古 太郎（副座長） 東京都立大学教授

河 合 美 香 明星大学教授

杉 原 陽 子 東京都立大学准教授

渕 元 初 姫 法政大学教授

各関係機関・団体から推薦された者

浅野 里恵子 ＮＰＯ法人八王子子ども劇場代表理事（八王子市民活動協議会推薦）

尾 嵜 敏 夫 八王子市町会自治会連合会副会長（八王子市町会自治会連合会推薦）

加 藤 正 道 八王子商工会議所常議員（八王子商工会議所推薦）

豊 嶋 信 一 東京工科大学大学事務局学務部部長（大学コンソーシアム八王子推薦）

細 田 明 菜 こども食堂ふくろうはうす代表（八王子市社会福祉協議会推薦）

長期ビジョンに関する各ワークショップ参加者

荒 井 嘉 夫 みなみ野小中学校学校運営協議会会長

杉 浦 貢 八王子障害者団体連絡協議会代表

宮 武 茜 八王子にほんごの会役員

その他、市長が必要と認める者

小 幡 未 紀 市民参加者

梶 浦 正 人 高尾の森自然学校代表

下 村 麻 子 市民参加者
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◆ 策定体制図

市議会

長期ビジョン特別委員会による調査・研究

市民参加

＜パブリックコメント手続＞

■ 素案に対するパブリックコメント手続

■ 原案に対するパブリックコメント手続

＜審議会等＞

■ 「(仮称)はちおうじ未来デザイン２０４０」懇談会

＜ワークショップ＞

■ 高校生ワークショップ

■ 大学生ワークショップ

■ 中学校区別ワークショップ

＜アンケート調査＞

■ 長期ビジョン策定に向けた市民アンケート調査

■ 長期ビジョン策定に向けたＷＥＢアンケート調査

■ 長期ビジョン策定に向けた小・中学生アンケート調査

■ 八王子未来デザイン２０４０の運用に関する

市民アンケート調査

等

市長

未来デザイン室

プロジェクトチーム

八王子未来CAN-VAS 八王子地域PAL-ETTE

公募職員 ５３名
（２０～３０代）

公募職員 ８０名

素案策定 地域意見の集約

各部・室・課

原案策定

提言等

報告

市
民
意
見

意
見
交
換

連
携

指示

意見交換
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用語解説

あ
行

アドプト制度
身近なところで、日常生活の中でできる市民活動として、町会・自治会、市民グループ、学校、企業などが自ら道路や公園などの公共施設
の清掃や美化などの活動を行う制度のこと。

ウォーカブル 「walk（歩く）」と「able（できる）」を組み合わせた造語。ここでは「居心地が良く歩きたくなる」意味を指す言葉。

か
行

活動人口 経済活動とは異なる価値基準を含め何らかの形で、地域の社会・経済活動に継続的にかかわる人々を指す言葉。

関係人口 移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域と多様にかかわる人々を指す言葉。

グリーンインフラ
社会資本整備や土地利用等のハード・ソフト両面において、自然環境が有する多様な機能（生物の生息・生育の場の提供、良好な景観形成、
気温上昇の抑制等）を活用し、持続可能で魅力ある国土づくりや地域づくりを進めるもの。

さ
行

スタートアップ企業
新しいビジネスモデルを考えて、新たな市場を開拓し、社会に新しい価値を提供したり、社会に貢献することによって事業の価値を短時間
で飛躍的に高め、株式上場や事業売却を目指す企業や組織のこと。

スマート農業 ロボット技術や情報通信技術を活用して、省力化・精密化や高品質生産を実現する等を推進している新たな農業のこと。

生物多様性
多くの生物がいて、それらが互いにつながりあっていること。生物多様性は生態系の多様性・種の多様性・遺伝子の多様性という３つの
多様性から成り立っている。

ソーシャルビジネス・
コミュニティビジネス

地域社会の課題解決に向けて、住民・ＮＰＯ・企業など様々な主体がビジネスの手法を活用して取り組むこと。

た
行

ダブルケア 育児と介護が同時に行われていることを指す言葉。また、育児と介護に限らず、複数のケアを同時にする必要があることなども指す。

地域共生社会
制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、人と人、人と資源が
世代や分野を超えてつながることで、住民一人ひとりの暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会のこと。

知的対流拠点
地域の魅力ある「しごと」の内発的な創出・発展に向けて、自治体や地域の様々な主体が連携して知恵やアイデアを出し合い、実際の活動
に昇華させていく場。

昼夜間人口比率
常住人口（夜間人口）１００人当たりの昼間人口の割合であり、１００％を超えているときは人口の流入超過、１００％を下回っている
ときは流出超過を示している。本市では、昼間人口と夜間人口の均衡が取れている１００％を２０３０年度までの目標値とする。

な
行

ナッジ （nudge：ひじで軽く突く）対象者に選択の余地を残しながらも、より良い方向に誘導する手法のこと。

農福連携
障害者等が農業分野で活躍することを通じ、自信や生きがいを持って社会参画を実現していく取組のこと。
農福連携に取り組むことで、障害者等の就労や生きがいづくりの場を生み出すだけでなく、担い手不足や高齢化がすすむ農業分野において、
新たな働き手の確保につながる可能性もある。
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は
行

はちてく指数

シティプロモーション施策の効果を表すため、市政世論調査で継続して把握している、次の①～③の平均値。
① 自分のまちの魅力を、家族・友人・知人にすすめたい程度を表す指標（推奨意欲スコア）
② 自分のまちを良くしたり、おもしろくしたりするために活動したいという気持ちの強さを表す指標（活動意欲スコア）
③ 自分のまちを良くする活動に参加している人たちを応援したり、感謝する気持ちの強さを表す指標（応援・感謝スコア）

プロボノ 企業の社員等が仕事で培った知識・経験を活かして、ボランティア活動を行うこと。

ま
行

マイクロツーリズム 近隣地域内での観光のこと。

や
行

ヤングケアラー 本来大人がやると想定されるような家事や家族の世話などを日常的に行っている子どものこと。

ユニバーサルデザイン
「すべての人のためのデザイン」を意味し、年齢や障害の有無などにかかわらず、最初からできるだけ多くの人が利用可能であるように
デザインすること。

ら
行 リカレント教育

「反復、循環」を意味し、狭義には社会人となった後も就学と就労を繰り返し（又は就労したまま教育を受け）、知識や技能を高める教育
の仕組みのこと。また、仕事や地域社会、生活上の課題を解決するための社会人の学び直しを広く指すこともある。

わ
行 ワーケーション

「Work（仕事）」と「Vacation（休暇）」を組み合わせた造語。テレワーク等を活用し、普段の職場や自宅とは異なる場所で仕事をしつつ、
自分の時間も過ごすこと。余暇主体と仕事主体の２つのパターンがある。

数
字

６次産業化

農林漁業者（１次産業）が、農産物などの生産物の元々持っている価値を更に高め、それにより、農林漁業者の所得（収入）を向上して
いくこと。また、生産物の価値を上げるため、農林漁業者が、農畜産物・水産物の生産だけでなく、食品加工（２次産業）、流通・販売
（３次産業）にも取り組み、それによって農林水産業を活性化させ、農山漁村の経済を豊かにしていこうとするもの。
「６次産業」という言葉の６は、農林漁業本来の１次産業だけでなく、２次産業（工業・製造業）・３次産業（販売業・サービス業）を
取り込むことから、「１次産業の１」×「２次産業の２」×「３次産業の３」のかけ算の６を意味している。

６５歳健康寿命 ６５歳の人が、介護を必要とせず、健康で日常生活を支障なく送ることができる寿命のこと。

はちまるごーまる

８０５０問題

８０歳代の高齢の親と、５０歳代の子どもの組合せによる、社会的孤立等の問題のこと。背景に、家族や本人の病気、親の介護、離職
（リストラ）、経済的困窮、人間関係の孤立など複合的課題を抱えている。親子の高齢化・長期化により、９０６０問題へと移行し始め
ている。



ア
ル
フ
ァ
ベ
ッ
ト

エーアイ

ＡＩ
Artificial Intelligenceの略で、人間の知的営みをコンピュータに行わせるための技術のこと、人間の知的営みを行うことができる
コンピュータプログラムのこと、又は人間の脳が行っている知的な作業をコンピュータで模倣したソフトウェアやシステムのこと。

アイオーティー

ＩｏＴ

Internet of Thingsの略で、身の回りのあらゆるものがインターネットにつながる仕組みのこと。
パソコンなどのこれまでもインターネットにつながっていたものだけでなく、エアコンやスピーカーなどの電化製品や、これまで
インターネットと無縁だったものがインターネットにつながることで、遠隔操作や制御、認識ができるようになる。

マ ー ス

ＭａａＳ

Mobility as a Serviceの略で、地域住民や旅行者一人ひとりのトリップ単位での移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそれ以外の
移動サービスを最適に組み合わせて検索・予約・決済等を一括で行うサービスであり、観光や医療等の目的地における交通以外のサービス等
との連携により、移動の利便性向上や地域の課題解決にも資する重要な手段となるもの。

マ イ ス

ＭＩＣＥ

「企業等主催の会議やセミナー（Meeting）」、「企業等の行う報奨・研修・招待旅行（Incentive Travel）」、「学会・各種団体等が
行う会議や総会（Convention）」、「展示会・見本市、イベント（Exhibition/Event）」の頭文字を使った造語であり、多くの集客交流
が見込まれるビジネスイベントなどの総称。

エスディージーズ

ＳＤＧｓ

Sustainable Development Goals（持続可能な開発目標）の略で、平成２７年（２０１５年）９月の国連サミットで採択された「持続可能な
開発のための２０３０アジェンダ」で示された１７ゴールと１６９ターゲット。
発展途上国向けの開発目標である「ＭＤＧｓ（ミレミアム開発目標）」の後継として採択され、発展途上国のみならず、先進国を含む
国際社会全体の開発目標である。地球上の「誰一人として取り残さない」社会の実現を目指し、経済・社会・環境をめぐる広範囲な課題
に対する総合的な取組が示されている。

エスエヌエス

ＳＮＳ Social Networking Serviceの略で、人とひととのコミュニケーションをインターネット上で構築するサービスのこと。

Society 5.0
サイバー空間（仮想空間）とフィジカル空間（現実空間）を高度に融合させたシステムにより、経済発展と社会的課題の解決を両立する、
人間中心の社会。狩猟社会（Society 1.0）、農耕社会（Society 2.0）、工業社会（Society 3.0）、情報社会（Society 4.0）に続く、
新たな社会のこと。
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